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平成２７年７月９日判決言渡 

平成２６年（行ケ）第１０２５３号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２７年６月２５日 

判 決 

 

原         告   村 田 機 械 株 式 会 社 

 

訴 訟 代 理 人 弁 護 士   富   岡   英   次 

              高   石   秀   樹 

訴 訟 代 理 人 弁 理 士   弟 子 丸       健 

              山   本   泰   史 

 

被         告   株 式 会 社 ダ イ フ ク 

 

訴 訟 代 理 人 弁 理 士   北   村   修 一 郎 

              三   宅   一   郎 

              木   村   昌   人 

               

主 文 

１ 特許庁が無効２０１３－８０００６１号事件について平成２６年１０月１５

日にした審決のうち，「特許第４８３１５２１号の請求項１ないし２，５ないし６に

係る発明についての特許を無効とする。」とした部分を取り消す。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 原告の求めた裁判 
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 主文同旨 

 

第２ 事案の概要 

 本件は，被告が請求した特許無効審判の成立審決に対する取消訴訟である。争点

は，進歩性の有無である。  

 １ 特許庁における手続の経緯 

  原告は，名称を「縦型輪状コンベヤ及びオーバーヘッドホイストを基にした半導

体製造のためのマテリアルの自動化処理システム」とする発明について，２００３

年３月２０日（パリ条約による優先権主張２００２年６月１９日，米国，２００２

年１０月１１日，米国）を国際出願日として特許出願し，平成２３年９月３０日，

その特許権の設定登録（特許第４８３１５２１号）を受けた（本件特許）。（甲１９） 

被告が，平成２５年４月１０日に本件特許の請求項１～７に係る発明についての

特許無効審判請求（無効２０１３－８０００６１号）をしたところ，原告は，平成

２６年５月２日に本件特許の訂正請求をした（本件訂正。訂正後の発明の名称は，

「マテリアル取扱システム」。）。特許庁は，平成２６年１０月１５日に「請求のとお

り訂正を認める。特許第４８３１５２１号の請求項１ないし２，５ないし６に係る

発明についての特許を無効とする。」との審決をし，その謄本は，同月２３日に原告

に送達された。 

 ２ 本件発明の要旨 

 本件訂正後の本件特許の発明の要旨は，以下のとおりである（甲１７。下線は，

訂正箇所を示す。）。 

「【請求項１】 

 自動化されたマテリアル取扱システムであって， 

 カセットポッドを保持するように設定された固定棚と， 

 オーバーヘッドホイストを搭載したオーバーヘッドホイスト搬送車を含むオーバ

ーヘッドホイスト搬送サブシステムであって，前記オーバーヘッドホイストは，水
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平移動可能な移動ステージ及びこの移動ステージに取り付けられ前記移動ステージ

の水平移動によって水平移動可能で且つそれ自体が垂直移動可能なカセットポッド

を把持するホイスト把持部を有し，前記オーバーヘッドホイスト搬送車は，前記ホ

イスト把持部でカセットポッドを把持した状態で固定棚に隣接する所定経路を画定

する懸架軌道に沿って吊り下げられて移動し且つ前記オーバーヘッドホイストを前

記懸架軌道よりも下方位置に搭載するように構成された前記オーバーヘッドホイス

ト搬送サブシステムと，を有し， 

 前記移動ステージは，前記ホイスト把持部に把持されたカセットポッドの全部が

オーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するように前記ホイスト把持部を水平方

向に移動させ，且つ，その全部がオーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するカ

セットポッドを前記ホイスト把持部により把持可能なように水平方向に移動させる

ようになっており， 

 前記固定棚は開放されており，前記オーバーヘッドホイストのホイスト把持部が，

一製品の製造施設内の種々の立地間を軌道に沿って次の搬送のために，前記オーバ

ーヘッドホイスト搬送車のいずれかの側方で且つ前記懸架軌道の下方において，固

定棚に保持されたカセットポッドへ直接到達するようになっており， 

 前記移動ステージは，ホイスト把持部をオーバーヘッドホイスト搬送車に最も近

い第１の位置から固定棚に最も近い第２の位置へ移動させるように設定され，ホイ

スト把持部は，第１の位置から下降することにより処理加工治具ロードポートのカ

セットポッドへ到達してカセットポッドを取り出すことができ且つ第２の位置から

下降することにより前記処理加工治具ロードポートより高い位置にある固定棚のカ

セットポッドへ到達してカセットポッドを取り出すことができるようになっている

マテリアル取扱システム。 

 【請求項２】 

 前記オーバーヘッドホイストのホイスト把持部が，カセットポッドを直接に固定

棚へ供するように構成される請求項１のマテリアル取扱システム。 
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 【請求項３】（削除） 

 【請求項４】（削除） 

 【請求項５】 

 前記移動ステージは，さらに，ホイスト把持部を固定棚に最も近い第２の位置か

らオーバーヘッドホイスト搬送車に最も近い第１の位置へ移動させ，これにより，

ホイスト把持部は固定棚からカセットポッドを取り出すことができるようになって

いる請求項１のマテリアル取扱システム。 

 【請求項６】 

 前記移動ステージは，ホイスト把持部をオーバーヘッドホイスト搬送車に最も近

い第１の位置から第２の位置および第３の位置の選択された少なくとも一つの位置

へ移動するように設定され，これにより，第２と第３の位置はオーバーヘッドホイ

スト搬送車のいずれかの側方に配置される請求項１のマテリアル取扱システム。 

 【請求項７】（削除）」 

 なお，以下では，本件訂正後の請求項１，２，５及び６に係る発明を，それぞれ

対応する請求項の番号を用いて「本件訂正発明１」，「本件訂正発明２」などといい，

本件訂正発明１，２，５及び６をまとめて「本件訂正発明」という。また，本件訂

正後の明細書（甲１７）と図面（甲１９）とをまとめて「訂正明細書」という。 

３ 審決の理由の要点 

(1) 本件訂正について 

請求のとおり本件訂正を認める。 

  (2) 引用発明及び記載事項の認定 

 ア 特開平１０－４５２１３号公報（甲２）記載の発明（甲２発明）の認定 

「自動化された物品搬送設備ＴＳであって， 

 物品Ｂを保持するように設定された物品保持部ＢＳと， 

 昇降部３ｃを搭載した走行部３ａを含む移動体３であって，前記昇降部３ｃは，

それ自体が垂直移動可能な物品Ｂを把持する把持具３ｄを有し，前記走行部３ａは，
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前記把持具３ｄで物品Ｂを把持した状態で物品載置台１１に隣接する走行経路を画

定する案内レール１に沿って吊り下げられて移動し且つ前記昇降部３ｃを前記案内

レール１よりも下方位置に搭載するように構成された前記移動体３と，を有し， 

 前記物品載置台１１は開放されており，前記昇降部３ｃの把持具３ｄが，複数の

工程で加工処理されて完成品となる物品Ｂの製造設備の各工程間を案内レール１に

沿って次の搬送のために，前記案内レール１の下方において，物品載置台１１に保

持された物品Ｂへ直接到達するようになっており， 

 把持具３ｄは，案内レール１の直下の位置から下降することにより加工装置５の

ステーションＳＴの物品Ｂへ到達して物品Ｂを取り出すことができ且つ案内レール

１の直下の位置から下降することにより前記加工装置５のステーションＳＴより高

い位置にある物品載置台１１の物品Ｂへ到達して物品Ｂを取り出すことができるよ

うになっている物品搬送設備ＴＳ。」 

イ 国際公開第２００２／０３５５８３号（甲１，２０）記載の事項（甲１

事項）の認定 

「ウェハ製造プロセスにおける運搬設備がウェハキャリア１を運搬している点。」

（甲１事項１） 

「水平移動可能な伸長可能アーム２３及びこの伸長可能アーム２３に取り付けら

れ前記伸長可能アーム２３の水平移動によって水平移動可能なグリッパを有し， 

 前記伸長可能アーム２３は，前記グリッパに把持されたウェハキャリア１の全部

がキャリア搬送車２１の外に位置するように前記グリッパを水平方向に移動させ，

且つ，その全部がキャリア搬送車２１の外に位置するウェハキャリア１を前記グリ

ッパにより把持可能なように水平方向に移動させるようになっており， 

 所定経路に隣接するロードポート３１があり，前記グリッパが，ロードポート３

１に保持されたウェハキャリア１へ直接到達するのが，前記キャリア搬送車２１の

いずれかの側方であり， 

 前記伸長可能アーム２３は，グリッパをキャリア搬送車２１に最も近い位置から
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ロードポート３１に最も近い位置へ移動させるように設定され，グリッパは，ロー

ドポート３１に最も近い位置からロードポート３１のウェハキャリア１へ到達する

ようになっている構造。」（甲１事項２） 

ウ 実願平４－８７９５６号（実開平６－５３５７８号）のＣＤ－ＲＯＭ（甲

４）収録事項（甲４事項）の認定 

「横桁１２の長手方向への移動可能な横行レール１３及びこの横行レール１３に

取り付けられ前記横行レール１３の横桁１２の長手方向への移動によって横桁１２

の長手方向への移動可能なフック５ｄを有し， 

 前記横行レール１３は，前記フック５ｄに掛止された重量物１０の全部が走行ユ

ニット３を固定した横桁１２の外に位置するように前記フック５ｄを横桁１２の長

手方向に移動させ，且つ，その全部が走行ユニット３を固定した横桁１２の外に位

置する重量物１０を前記フック５ｄにより掛止可能なように横桁１２の長手方向に

移動させるようになっており， 

 前記フック５ｄが，重量物１０へ直接到達するのが，前記走行ユニット３を固定

した横桁１２のいずれかの側方であり， 

 前記横行レール１３は，フック５ｄを前記横桁１２の下の位置から左方向に延出

させた位置へ移動させるように設定され，フック５ｄは横桁１２の下の位置から左

方向に延出させた位置から重量物１０へ到達するようになっている横行レール１３

の構造。」（甲４事項） 

  (3) 無効理由４について 

ア 本件訂正発明１と甲２発明との対比 

（一致点） 

「自動化されたマテリアル取扱システムであって， 

 被搬送物品を保持するように設定された棚と， 

 オーバーヘッドホイストを搭載したオーバーヘッドホイスト搬送車を含むオーバ

ーヘッドホイスト搬送サブシステムであって，前記オーバーヘッドホイストは，そ
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れ自体が垂直移動可能な被搬送物品を把持するホイスト把持部を有し，前記オーバ

ーヘッドホイスト搬送車は，前記ホイスト把持部で被搬送物品を把持した状態で棚

に隣接する所定経路を画定する懸架軌道に沿って吊り下げられて移動し且つ前記オ

ーバーヘッドホイストを前記懸架軌道よりも下方位置に搭載するように構成された

前記オーバーヘッドホイスト搬送サブシステムと，を有し， 

 前記棚は開放されており，前記オーバーヘッドホイストのホイスト把持部が，一

製品の製造施設内の種々の立地間を軌道に沿って次の搬送のために，前記懸架軌道

の下方において，棚に保持された被搬送物品へ直接到達するようになっており， 

 ホイスト把持部は，第１の位置から下降することにより処理加工治具ロードポー

トの被搬送物品へ到達して被搬送物品を取り出すことができ且つ下降することによ

り前記処理加工治具ロードポートより高い位置にある棚の被搬送物品へ到達して被

搬送物品を取り出すことができるようになっているマテリアル取扱システム。」 

（相違点１） 

 マテリアル取扱システムの被搬送物品が，本件訂正発明１では「カセットポッド」

であるのに対し，甲２発明では「物品Ｂ」として具体的には特定されていない点。 

（相違点２） 

 本件訂正発明１が， 

 水平移動可能な移動ステージ及びこの移動ステージに取り付けられ前記移動ステ

ージの水平移動によって水平移動可能なホイスト把持部を有し， 

 前記移動ステージは，前記ホイスト把持部に把持されたカセットポッドの全部が

オーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するように前記ホイスト把持部を水平方

向に移動させ，かつ，その全部がオーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するカ

セットポッドを前記ホイスト把持部により把持可能なように水平方向に移動させる

ようになっており， 

 所定経路に隣接する棚が固定棚であり，前記ホイスト把持部が，固定棚に保持さ

れたカセットポッドへ直接到達するのが，前記オーバーヘッドホイスト搬送車のい
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ずれかの側方であり， 

 前記移動ステージは，ホイスト把持部をオーバーヘッドホイスト搬送車に最も近

い第１の位置から固定棚に最も近い第２の位置へ移動させるように設定され，ホイ

スト把持部は，第２の位置から固定棚のカセットポッドへ到達するようになってい

る 

のに対し，甲２発明は， 

 把持具３ｄを水平方向に移動させる水平移動可能な移動ステージを有しておらず，

所定経路に隣接する棚が物品載置台１１であり，把持具３ｄは案内レール１の直下

の位置で下降して，物品載置台１１に保持された物品Ｂに到達するようになってい

る点。 

 イ 相違点１についての判断 

 甲１事項１の「ウェハ製造プロセスにおける運搬設備」，「ウェハキャリア１」は，

本件訂正発明１の「マテリアル取扱システム」，「カセットポッド」に相当するから，

甲１事項１は，マテリアル取扱システムがカセットポッドを搬送する技術を示す。

このような，カセットポッド（ウェハキャリア１）を加工装置や保管装置間で搬送

する技術は，半導体加工分野で従来周知の事項にすぎないから，甲２発明の加工装

置間の物品搬送設備の被搬送物品として，甲１事項１に示したカセットポッド（ウ

ェハキャリア１）を用いることは，当業者が容易に想到し得る。 

   ウ  相違点２についての判断 

    (ｱ) 甲１事項２を，本件訂正発明１と対比する。 

甲１事項２の「伸長可能アーム２３」，「グリッパ」，「ウェハキャリア１」は，本

件訂正発明１の「移動ステージ」，「ホイスト把持部」，「カセットポッド」に相当す

る。 

甲１事項２の「キャリア搬送車２１」は，「ホイストアーム２２」を搭載して「レ

ールトラック２０」を走行可能な構造であり，同様に「オーバーヘッドホイスト」

を搭載して「トラック」を走行可能な本件訂正発明１の「オーバーヘッドホイスト
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搬送車」に相当する。 

甲１事項２の「ロードポート３１」は，加工装置３０の前に固定設置される棚形

状のテーブルにウェハキャリア１を載置するから，ウェハキャリア１を載置する固

定された載置部という点で，同様にカセットポッドを載置する固定された棚である

本件訂正発明１の「固定棚」と共通する。 

甲１事項２で，「ホイスト把持部」を「キャリア搬送車２１に最も近い位置」又は

「ロードポート３１に最も近い位置」にした際に，それらを「第１の位置」又は「第

２の位置」と名称付けることも，必要に応じて適宜なし得る程度の事項である。 

(ｲ) そうすると，甲１事項２は， 

「水平移動可能な移動ステージ及びこの移動ステージに取り付けられ前記移動ス

テージの水平移動によって水平移動可能なホイスト把持部を有し， 

 前記移動ステージは，前記ホイスト把持部に把持されたカセットポッドの全部が

オーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するように前記ホイスト把持部を水平方

向に移動させ，且つ，その全部がオーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するカ

セットポッドを前記ホイスト把持部により把持可能なように水平方向に移動させる

ようになっており， 

 所定経路に隣接する固定載置部があり，前記ホイスト把持部が，固定載置部に保

持されたカセットポッドへ直接到達するのが，前記オーバーヘッドホイスト搬送車

のいずれかの側方であり， 

 前記移動ステージは，ホイスト把持部をオーバーヘッドホイスト搬送車に最も近

い第１の位置から固定載置部に最も近い第２の位置へ移動させるように設定され，

ホイスト把持部は，第２の位置から固定載置部のカセットポッドへ到達するように

なっている構造。」 

ということができる。 

    (ｳ) 甲１事項２の構造を，甲２発明に適用可能か検討する。 

甲２（請求項４，【００１７】）には，請求項４記載の「前記移動体に，前記物品
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保持部との間で，物品を移載するための保持部用移載手段が設けられている」構成

を備えることにより，「必要となる移載手段の数が少なくて済み，設備全体として構

成の簡素化を図る」という効果を奏することができる旨記載されている。この記載

は，物品の移載手段を物品保持部ＢＳよりも移動体３に備えさせる方が，構成の簡

素化のために好ましいことを示唆する。 

そして，甲２の請求項４に係る発明は，物品保持部ＢＳと移動体３との間の物品

の移載について，保持部用移載手段の動きが垂直移動にのみ限定されるものではな

く，請求項４に係る発明に対応する保持部用移載手段の実施例についても，移動体

３に設けた把持具３ｄのように昇降する種類のもの（【００１９】，【００２０】）だ

けでなく，物品Ｂを移動体３の横幅方向に移動させて移載を行う手段（【００３５】）

についても開示されているから，上記の示唆は，物品の移載方向について，垂直方

向移動によるもの及び横幅方向移動によるものの両者に対して適用可能であること

も，当業者には容易に解する程度の事項である。 

そうすると，甲２発明と甲１事項２の構造とは，製造のための搬送装置という同

一の技術分野に属し，被搬送物品（物品Ｂ又はウェハキャリア１）を，レール（案

内レール１又はレールトラック２０）を走行可能な車（走行部３ａ又はキャリア搬

送車２１）に搭載されたホイスト把持部（把持具３ｄ又はグリッパ）により把持し

ながら昇降させて移載を行うという同様の機構を備えているから，甲２発明の「移

動体３」について，甲１事項２の「移動ステージに取り付けられ前記移動ステージ

の水平移動によって水平移動可能なホイスト把持部」の構造を適用し，甲２発明の

把持具３ｄ（保持部用移載手段）が下降し物品載置台１１の物品Ｂへ到達して物品

Ｂを取り出す構造に代え，移動体３の横幅方向にある物品載置台１１に対して，横

幅方向へ移動させて物品Ｂを取り出す保持部用移載手段の構造を採用することは，

当業者が容易に想到し得る事項であり，また，その際，垂直方向移動と横幅方向移

動の両者を兼ね備えた構造とすることが，当業者にとって格別困難な事項であると

もいえない。 
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そして，甲２発明に甲１事項２の構造を適用した場合，甲２発明の保持部用移載

手段である把持具３ｄを，物品載置台１１上に位置するよう横幅方向に水平移動さ

せた上で物品Ｂを昇降させるから，当該物品載置台１１を水平揺動させて把持具３

ｄの下方に配置させる必要がなくなり，当該物品載置台１１の水平揺動機能を削除

して固定棚とするべきであることは，当業者には容易に想到し得る設計変更にすぎ

ない。 

(ｴ) よって，甲２発明に甲１事項２を適用することで，本件訂正発明１の

相違点２に係る発明特定事項とすることは，当業者が容易に想到し得る。 

  エ 相違点２についての原告の主張の検討 

原告は，「甲２発明において，当業者が，図１２に示された屈曲アーム２０ｂのよ

うな物品を移動体横幅方向に移動させて移載を行う手段を設けようと試みることは

ない。」と主張するので，一応検討する。 

甲２発明の把持具３ｄ（保持部用移載手段）のような，移動体３から把持具３ｄ

を下降させて物品載置台１１上の物品Ｂへ到達させる物品移載手段ＢＭを使用する

場合に，物品載置台１１が移動体３の走行経路の両脇に位置するレイアウト構造で

あるときは，物品載置台１１の物品載置部分側を移動体３の把持具３ｄの真下に位

置するよう横幅方向に移動させるか，又は反対に，移動体３の把持具３ｄ側を物品

載置台１１の物品載置部分の真上に位置するよう横幅方向に移動させるか，単に二

者択一的な動作により把持具３ｄを物品Ｂへ到達させることが可能になることは，

当業者が一般的な機械設計技術を勘案して当然に着想する技術思想にすぎない。そ

うすると，甲２発明のように物品載置台１１の物品載置部分側を移動体３の把持具

３ｄの真下に位置するよう横幅方向に移動させる構造の物品移載手段ＢＭを理解し

た当業者であれば，反対に移動体３の把持具３ｄ側を物品載置台１１の物品載置部

分の真上に位置するよう横幅方向に移動させる構造の物品移載手段も可能であるこ

とを着想することを特に阻害する要因は見当たらない。 

原告は，甲２の図１２に示された実施形態による物品搬送設備のレイアウトでは，
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物品Ｂを水平方向（横方向）にのみ移動させて上下動させるホイスト機能は不要な

ため，このレイアウトを前提として用いられる屈曲アーム２０ｂを，ホイスト機能

が必須のレイアウトを前提とした甲２発明に適用する動機付けはない旨主張する。 

しかし，相違点２の検討では，そもそも屈曲アーム２０ｂを甲２発明に適用する

ことは検討していない上，甲２の【００３２】ないし【００３４】にも説示されて

いるように，屈曲アーム２０ｂを用いる物品Ｂの搬送においても，屈曲アーム２０

ｂの伸縮動作により移動体の移動方向の左右両側に物品Ｂを出退自在に搬送すると

ともに，屈曲アーム２０ｂ自体の昇降動作によって物品Ｂを昇降させて物品載置枠

２１ｂに載置するのであって，甲２発明と同様に物品Ｂの水平方向（横方向）移動

及び上下動が必要である。 

原告は，本件訂正発明１の移動ステージは甲１事項２の伸長可能アーム２３とは

使用目的が異なるので，当該伸長可能アーム２３を甲２発明に適用する動機付けが

ない旨主張する。 

 しかし，甲２発明に甲１事項２を適用する際には，その使用目的が異なるからと

いって，ホイスト把持部を水平移動させる構造の適用を特段妨げることにはならな

いから，原告の主張を採用することはできない。 

オ 無効理由４についての結論 

 したがって，本件訂正発明１は，甲２発明，甲１事項１及び甲１事項２に基づい

て，当業者が容易に発明をすることができたものである。 

(4) 無効理由３について 

ア 本件訂正発明１と甲２発明との一致点・相違点 

 前記(3)アのとおり。 

イ 相違点１についての判断 

前記(3)イのとおり。 

    ウ  相違点２についての判断 

     (ｱ) 甲４事項を，本件訂正発明１と対比する。 
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甲４事項の「フック５ｄ」は，電動チェインブロック５における重量物１０の保

持部であるから，本件訂正発明１の「ホイスト把持部」と，「ホイスト保持部」であ

る点で共通する。甲４事項の「重量物１０」は，「被搬送物品」という点で，本件訂

正発明１の「カセットポッド」と共通する。甲４事項のフック５ｄによる重量物１

０の「掛止」は，本件訂正発明１のホイスト把持部によるカセットポッドの「把持」

と，ホイスト保持部による被搬送物品の「保持」である点で共通する。 

甲４事項の「横桁１２の長手方向」が「水平方向」を意味し，「横桁１２の長手方

向への移動」が「水平移動」であることは，当業者には自明である。甲４事項の「走

行ユニット３を固定した横桁１２」が本件訂正発明１の「オーバーヘッドホイスト

搬送車」に相当することも，当業者には明らかである。 

甲４事項の「横行レール１３」は，それ自体が水平移動可能であり，それ自体の

水平移動によってホイスト保持部（フック５ｄ）を水平移動させることが可能で，

ホイスト保持部（フック５ｄ）に保持された被搬送物品（重量物１０）をオーバー

ヘッドホイスト搬送車（走行ユニット３を固定した横桁１２）の直下と外側とに移

動させることができるから，本件訂正発明１の「移動ステージ」に相当する。 

甲４事項の「横桁１２の下の位置」及び「横桁１２の下の位置から左方向に延出

させた位置」の位置関係が，本件訂正発明１における第１の位置及び第２の位置の

位置関係に相当することも，当業者であれば格別困難なく理解可能である。 

(ｲ) そうすると，甲４事項は， 

「水平移動可能な移動ステージ及びこの移動ステージに取り付けられ前記移動ス

テージの水平移動によって水平移動可能なホイスト保持部を有し， 

前記移動ステージは，前記ホイスト保持部に保持された被搬送物品の全部がオー

バーヘッドホイスト搬送車の外に位置するように前記ホイスト保持部を水平方向に

移動させ，且つ，その全部がオーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置する被搬送

物品を前記ホイスト保持部により保持可能なように水平方向に移動させるようにな

っており， 
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前記ホイスト保持部が，被搬送物品へ直接到達するのが，前記オーバーヘッドホ

イスト搬送車のいずれかの側方であり， 

前記移動ステージは，ホイスト保持部を第１の位置から第２の位置へ移動させる

ように設定され，ホイスト保持部は第２の位置から被搬送物品へ到達するようにな

っている移動ステージの構造。」 

ということができる。 

(ｳ) 前記(3)ウ(ｳ)で説示したように，甲２発明の把持具３ｄ（保持部用移

載手段）に代えて，横幅方向へ移動可能な保持部用移載手段を採用することは，当

業者が容易に想到する事項である。そうすると，甲２発明と甲４事項とは，ホイス

トによる搬送装置という同一の技術分野に属し，被搬送物をホイストにより吊して

昇降させて移載を行うという同様の機構を備えているから，甲２発明の「移動体３」

について，甲４事項の「移動ステージの構造」を適用し，甲２発明の把持具３ｄ（保

持部用移載手段）が下降し物品載置台１１の物品Ｂへ到達して物品Ｂを取り出す構

造に代え，移動体３の横幅方向にある物品載置台１１に対して，横幅方向へ移動さ

せて物品Ｂを取り出す保持部用移載手段の構造を採用することは，当業者が容易に

想到し得る事項であり，また，その際，垂直方向移動と横幅方向移動の両者を兼ね

備えた構造とすることが，当業者にとって格別困難な事項であるともいえない。さ

らに，甲２発明の把持具３ｄによるホイスト把持具により従来周知のカセットポッ

ドを把持するように構成することも，当業者が適宜なし得る設計的事項の範疇であ

る。 

そして，甲２発明に甲４事項の移動ステージの構造を適用した場合，甲２発明の

保持部用移載手段である把持具３ｄを，物品載置台１１上に位置するよう横幅方向

に水平移動させた上で物品Ｂを昇降させるから，物品載置台１１を水平揺動させて

把持具３ｄの下方に配置させる必要がなくなり，物品載置台１１の水平揺動機能を

削除して固定棚とするべきであることは，当業者には容易に想到し得る設計変更に

すぎない。 
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(ｴ) よって，甲２発明に甲４事項を適用することで，本件訂正発明１にお

ける相違点２に係る発明特定事項とすることは，当業者が容易に想到し得る。 

エ 無効理由３についての結論 

 したがって，本件訂正発明１は，甲２発明，甲４事項及び従来周知の事項に基づ

いて当業者が容易に発明をすることができたものである。 

(5)  本件訂正発明２，５及び６について 

ア 本件訂正発明２について 

 本件訂正発明２は，本件訂正発明１の「ホイスト把持部」が「カセットポッドを

直接に固定棚へ供するように構成される」点を特定したものである。 

 しかし，「自動化された物品搬送設備」である甲２発明では，把持具３ｄを用いて

物品Ｂの移載を行っており，物品載置台１１へも直接に物品Ｂが供されるから，甲

２発明に甲１事項２又は甲４事項を適用し，甲２の把持具３ｄを横幅方向へ移動可

能な保持部用移載手段に代えて物品載置台１１を固定棚にした場合には，当然，物

品Ｂを直接に固定棚へ供するように構成される。 

 また，甲２発明の「物品Ｂ」について「カセットポッド」を採用することも，相

違点１についての検討で述べたように，当業者が容易に想到し得る。 

 したがって，本件訂正発明２も，本件訂正発明１と同様，甲２発明，甲１事項１

及び甲１事項２に基づいて，又は甲２発明，甲４事項及び従来周知の事項に基づい

て，当業者が容易に発明をすることができたものである。 

イ 本件訂正発明５について 

 本件訂正発明５は，本件訂正発明１の「移動ステージ」について，「さらに，ホイ

スト把持部を固定棚に最も近い第２の位置からオーバーヘッドホイスト搬送車に最

も近い第１の位置へ移動させ，これにより，ホイスト把持部は固定棚からカセット

ポッドを取り出すことができるようになっている」点を特定したものである。 

 しかし，甲２発明に甲１事項２又は甲４事項を適用し，甲２の把持具３ｄを横幅

方向へ移動可能な保持部用移載手段に代えて物品載置台１１を固定棚にした場合に，
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物品Ｂを固定棚の位置から走行部３ａの下方位置まで水平移動させて取り出しを行

うように構成することも，必要に応じて適宜行われる設計的事項にすぎず，当業者

が容易に想到し得る。 

 したがって，本件訂正発明５も，本件訂正発明１と同様，甲２発明，甲１事項１

及び甲１事項２に基づいて，又は甲２発明，甲４事項及び従来周知の事項に基づい

て，当業者が容易に発明をすることができたものである。 

ウ 本件訂正発明６について 

 本件訂正発明６は，本件訂正発明１の「移動ステージ」について，「ホイスト把持

部をオーバーヘッドホイスト搬送車に最も近い第１の位置から第２の位置および第

３の位置の選択された少なくとも一つの位置へ移動するように設定され，これによ

り，第２と第３の位置はオーバーヘッドホイスト搬送車のいずれかの側方に配置さ

れる」点を特定したものである。 

 しかし，甲２発明に甲１事項２又は甲４事項を適用する際に，甲１事項２又は甲

４事項の水平移動構造について，片側の側方だけでなく両側の側方に移動可能な構

造とすることは，必要に応じて適宜行われる設計変更にすぎず，当業者が容易に想

到し得る。 

 したがって，本件訂正発明６も，本件訂正発明１と同様，甲２発明，甲１事項１

及び甲１事項２に基づいて，又は甲２発明，甲４事項及び従来周知の事項に基づい

て，当業者が容易に発明をすることができたものである。 

 

第３ 原告主張の審決取消事由 

１ 取消事由１（引用発明等の認定の誤り） 

(1) 甲２発明の認定の誤り 

審決は，甲２発明の最も重要な構成である「物品載置台１１がリンク機構１０に

より水平揺動自在な水平揺動棚である」点を認定していない。甲２発明を正しく認

定すると以下のようになる。 
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「自動化された物品搬送設備ＴＳであって， 

物品Ｂを保持するように設定されリンク機構１０により水平揺動自在の物品載置

台１１と， 

昇降部３ｃを搭載した走行部３ａを含む移動体３であって，前記昇降部３ｃは，

それ自体が垂直移動可能な物品Ｂを把持する把持具３ｄを有し，前記走行部３ａは，

前記把持具３ｄで物品Ｂを把持した状態で物品載置台１１に隣接する走行経路を画

定する案内レール１に沿って吊り下げられて移動し且つ前記昇降部３ｃを前記案内

レール１よりも下方位置に搭載するように構成された前記移動体３と，を有し， 

前記物品載置台１１は開放されており，前記昇降部３ｃの把持具３ｄが，複数の

行程で加工処理されて完成品となる物品Ｂの製造設備の各工程間を案内レール１に

沿って次の搬送のために，前記案内レール１の下方において，リンク機構１１によ

り走行経路に進出した状態の物品載置台１１に保持された物品Ｂへ直接到達するよ

うになっており， 

 把持具３ｄは，案内レール１の真下の位置から下降することにより加工装置５の

ステーションＳＴの物品Ｂへ到達して物品Ｂを取り出すことができ且つ案内レール

１の真下の位置から下降することにより前記加工装置５のステーションＳＴより高

い位置にあるリンク機構１１により走行経路に進出した状態の物品載置台１１の物

品Ｂへ到達して物品Ｂを取り出すことができるようになっている物品搬送設備Ｔ

Ｓ。」 

  (2) 甲１事項２の認定の誤り 

 甲１事項２において，加工装置３０のロードポート３１がオントップ車両１１及

びキャリア移載車２１の走行経路の側方下方に位置するのは，ウェハキャリア１が

オントップ車両１１の上面に搭載されており，ウェハキャリア１をオントップ車両

１１及びキャリア移載車２１の真下に下降させてロードポートに移載することがで

きないからである。 

 また，甲１事項２は，通常の搬送車が持つ「物品の搬送」及び「物品の移載」の
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うち，「物品の搬送」をオントップ車両１１に，「物品の移載」をキャリア移載車２

１に分担させ，コストの低減等を図っているため，図１ａ及び図１ｂに示されたよ

うな「オントップ車両１１とキャリア移載車２１が合流した状態」が通常の搬送車

に相当する。 

 甲１事項２を正しく認定すると，次のとおりとなる。 

 「ウェハキャリア１を移載する水平移動可能な伸長可能アーム２３を搭載したキ

ャリア移載車２１及びこのキャリア移載車に合流しウェハキャリア１を搬送するオ

ントップ車両１１を有し， 

 この伸長可能アーム２３に取り付けられた前記伸長可能アーム２３の水平移動に

よって水平移動可能なグリッパを有し， 

 前記伸長可能アーム２３は，前記オントップ車両１１上に配置され前記グリッパ

に把持されたウェハキャリア１の全部がキャリア移載車２１及びオントップ車両１

１の外に位置するように前記グリッパを水平方向に移動させ，且つ，その全部がキ

ャリア移載車２１の外に位置するウェハキャリア１を前記グリッパにより把持可能

なように水平方向に移動させるようになっており， 

 所定経路の側方下方にロードポート３１が配置され，前記グリッパが，ロードポ

ート３１に保持されたウェハキャリア１へ直接到達するのが，前記キャリア移載車

２１及びオントップ車両１１のいずれかの側方であり， 

 前記伸長可能アーム２３が，グリッパをキャリア移載車２１及びオントップ車両

１１に最も近い位置（第１の位置）からロードポート３１に最も近い位置（本件訂

正発明１の「固定棚に最も近い第２の位置」と異なる。）へ移動させるように設定さ

れ，グリッパは，ロードポート３１に最も近い位置（本件訂正発明１の「固定棚に

最も近い第２の位置」と異なる。）からロードポート３１のウェハキャリア１へ到達

するようになっている構造。」 

  (3) 甲４事項の認定の誤り 

甲４事項の荷役装置は，フック５ｄを備えた電動チェーンブロック５自体が横行
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レール１３を移動できるようになっているので，本件訂正発明１の「移動ステージ

の水平移動によって水平移動可能なホイスト把持部」とは，機能が異なる。 

甲４事項を正しく認定すると以下のようになる。 

「横桁１２の長手方向への移動可能な横行レール１３及びこの横行レール１３に

取り付けられ前記横行レール１３の横桁１２の長手方向へそれ自体により移動可能

なフック５ｄを有し， 

前記横行レール１３は，左方向に延出して荷役作業可能範囲を更に拡大すること

ができるようになっており， 

前記フック５ｄが，横行レール１３から重量物１０へ直接到達するようになって

おり， 

 フック５ｄは，押ボタンスイッチ７の操作に基づいて横行モータ５ａにより横行

レール４を左右に横行し，その位置から重量物１０へ到達できるようになっている

横桁レール１３の構造。」 

 ２ 取消事由２（本件訂正発明１と甲２発明との一致点及び相違点２の認定の誤

り） 

(1) 一致点について 

 本件訂正発明１では，「ホイスト把持部は，オーバーヘッドホイスト搬送車に最も

近い第１の位置から下降することにより処理加工治具ロードポートの被搬送物品へ

到達して被搬送物品を取り出すことができ且つ棚（固定棚）に最も近い第２の位置

から下降することにより前記処理加工治具ロードポートより高い位置にある棚（固

定棚）の被搬送物品へ到達して被搬送物品を取り出すことができるようになってい

る」が，甲２発明では，「ホイスト把持部は，オーバーヘッドホイスト搬送車に最も

近い第１の位置から下降することにより処理加工治具ロードポートの被搬送物品へ

到達して被搬送物品を取り出すことができるが，棚（水平揺動棚）に最も近い第２

の位置からは下降することなく，第１の位置から下降するようになっている」。 

 したがって，審決が認定した両者の一致点のうち「ホイスト把持部は，…下降す
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ることにより前記処理加工治具ロードポートより高い位置にある棚の被搬送物品へ

到達して被搬送物品を取り出すことができるようになっている」ことは，一致点で

ない。 

(2) 相違点２について 

ア 審決は，一致点の認定を誤った結果，相違点２の認定も誤った。 

 甲２発明は，把持具３ｄを水平方向に移動させる水平移動可能な移動ステージを

有しておらず，所定経路に隣接する棚が水平揺動自在の物品載置台１１（水平揺動

棚）であり，この物品載置台１１が水平揺動して移動体３の走行経路に進出した状

態で，把持具３ｄは案内レール１の直下の位置で下降して，物品載置台１１に保持

された物品Ｂに到達するようになっている点で本件訂正発明１と相違する。 

 審決は，相違点２についての判断においても，少なくとも「把持具３ｄは，水平

揺動して走行経路に進出した状態の物品載置台１１に保持された物品Ｂに到達する

点」という相違点については，全く考慮していない。 

イ 相違点２を正確に記載すると，以下のとおりとなる。 

 「本件訂正発明１が， 

 水平移動可能な移動ステージ及びこの移動ステージに取り付けられ前記移動ステ

ージの水平移動によって水平移動可能なホイスト把持部を有し， 

 前記移動ステージは，前記ホイスト把持部に把持されたカセットポッドの全部が

オーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するように前記ホイスト把持部を水平方

向に移動させ，且つ，その全部がオーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するカ

セットポッドを前記ホイスト把持部により把持可能なように水平方向に移動させる

ようになっており， 

 所定経路に隣接する棚が固定棚であり，前記ホイスト把持部が，固定棚に保持さ

れたカセットポッドへ直接到達するが，前記オーバーヘッドホイスト搬送車のいず

れかの側方であり， 

 前記移動ステージは，ホイスト把持部をオーバーヘッドホイスト搬送車に最も近
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い第１の位置から固定棚に最も近い第２の位置へ移動させるように設定され，ホイ

スト把持部は，第２の位置から固定棚のカセットポッドへ到達するようになってい

る 

のに対し，甲２発明は， 

 被治具３ｄを水平方向に移動させる水平移動可能な移動ステージを有しておらず，

所定経路に隣接する棚が水平揺動自在の物品載置台１１（水平揺動棚）であり，こ

の物品載置台１１が水平揺動して移動体３の走行経路に進出した状態で，把持具３

ｄは案内レール１の直下の位置で下降して，物品載置台１１に保持された物品Ｂに

到達するようになっている点。」 

 ３ 取消事由３（無効理由４の相違点２についての判断の誤り） 

  (1) 甲１事項２と本件訂正発明１の対比の誤り 

ア 本件訂正発明１の「オーバーヘッドホイスト搬送車」は，カセットポッ

ドの運搬及び移載の両方を行うものであるのに対し，甲１事項２のウェハキャリア

搬送車（ウェハキャリア移載車）２１は，ウェハキャリア１の移載のみを行う。 

 したがって，甲１事項２の「ウェハキャリア移載車２１及びオントップ車両１１

が合流した状態」が，本件訂正発明１の「オーバーヘッドホイスト搬送車」に相当

するとすべきである。 

イ 甲１事項２の設備では，加工装置３０のロードポート３１のみが存在し，

本件訂正発明１の「固定棚」のように物品を一時的に保持する棚は存在しない。審

決は，①固定設置されていること，②棚形状であること，③ウェハキャリアを載置

するものであること，という共通点を抜き出して創出した「ウェハキャリア１を載

置する固定された載置部」という上位概念で甲１事項２と本件訂正発明１とが共通

するとしている。 

 しかし，甲１事項２のロードポートは，ウェハキャリアを置いてウェハを取出し，

加工するための載置手段であり，ウェハキャリアを一時的に保持する固定棚とは全

く異なる。加工するためのロードポートは，その作業のための当然の要請として，
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①固定設置されなければならないし，②そのために当然棚形状のものとなるし，③

加工のために当然ウェハキャリアを載置しなければならない。そのようなロードポ

ートと本件特許発明の固定棚とに共通点があるとする審決の認定は，加工装置の一

部と加工を待つための保管場所という目的も機能も全く異なる部材について，両者

がたまたま付近にあり，抽象的に似ているといえば似ているような部材であるとい

うだけで，両者の上位概念として「ウェハキャリア１を載置する固定された載置部」

という概念を形成するものであり，余りに無理がある。 

ウ 本件訂正発明１の「第２の位置」は，「固定棚に最も近い位置」であり，

「ロードポート３１に最も近い位置」との概念は存在しない。 

 審決の認定は，甲１事項２を甲２発明に適用して本件訂正発明１は容易であると

の結論を得るために恣意的に行った認定である。 

エ 審決の「甲１事項２」の再認定も，甲１事項２の「ロードポート３１」

を「固定載置部」と認定しているから誤りである。 

(2) 甲２発明において，垂直方向に移載するステーション用移載手段を兼用せ

ず，水平方向に物品を移載する保持部用移載手段を別途移動体に設け，移動体が垂

直方向の移載手段と水平方向の移載手段とを保有する構成に変更する動機付けがな

く，かえってそのような変更について阻害事由があるから，このような変更は，当

業者にとって容易想到でない。 

甲２発明（図１の第１実施形態）自体，既に，保持部用移載手段（索状体３ｂ，

昇降部３ｃ，把持具３ｄ）を移動体に設けているので，それ以上，移載手段を移動

体に設けるという必要性を有しない。甲２記載の各発明は，物品保持部を，移動体

との位置関係でステーションと同じ方向（垂直方向又は水平方向）に位置させて，

保持部用移載手段とステーション用移載手段とを兼ねる移載手段で物品を移載する

技術思想であり，保持部用移載手段とステーション用移載手段とを兼用することで

簡素な構成を実現する技術思想である。仮に一致点・相違点の誤りを措いても，甲

２発明（図１の第１実施形態）に甲１事項２を適用し，甲２発明の移動体が垂直方
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向の移載手段と水平方向の移載手段とを両方とも有することになれば，甲２発明の

技術思想である構造の簡素化という目的を達成することができなくなることは明ら

かである。したがって，甲２では，両者を組み合わせる構成を排除していると考え

ることが素直な解釈であり，甲２発明と甲１事項２と組み合わせることについては，

甲２自体に阻害事由が記載されている。 

したがって，甲２の請求項４及び【０００７】の記載は，甲２発明に甲１事項２

を適用するための動機付けと関連するようなものではない。 

審決は，上記の点を全く無視して，甲２発明に甲１事項２を適用することに関し

て示唆も動機付けもない【０００７】を根拠として，適用が容易と判断している。 

(3) 甲２には，垂直方向及び横幅方向に移載する構成が記載されながら，両者

を組み合わせる構成は示唆すらない。 

甲２の【００３５】には，「その他の別実施形態」として，図１２及び図１３のよ

うに，物品Ｂを移動体横幅方向に移動させて物品Ｂを移載する設備が記載され，図

１２及び図１３の設備は，物品保持台３０及び加工装置のステーションＳＴ（ロー

ドポートに相当）が，案内レール１の両脇に設けられ，且つ，移動体３，物品保持

部３０，ステーションが同じ高さ位置である。このため，図９の屈曲アーム２０ｂ

等を水平方向への保持部移載手段として使用したものであり，垂直方向移動につい

ては開示していない。 

図１２及び図１３の設備の保持部用移載手段（屈曲アーム２０ｂ等）の構成も，

甲１事項２の構造を甲２発明に適用可能とする理由にはならない。 

 ４ 取消事由４（無効理由３の相違点２についての判断の誤り） 

(1) 無効理由３は，甲２発明が主たる引用例であることは無効理由４と同様で

あるが，従たる引用例が甲１でなく，甲４である。 

(2) 無効理由３においても，審決は，相違点２の容易想到性につき，「甲２発

明の把持具３ｄ（保持部用移載手段）に代えて，横幅方向へ移動可能な保持部用移

載手段を採用することは，当業者が容易に想到する事項である。」という説示してい
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るが，上記３のとおり，誤りである。 

(3) さらに，審決においては，無効理由３において，甲４事項の「横行レール

１３」が，本件訂正発明１の「移動ステージ」に相当することを前提としているが，

甲４事項においては，フック５ｄを備えた電動チェインブロック５が，それ自体で

横桁の長手方向に移動可能であるので，その前提は誤っている。したがって，この

点からも，審決の無効理由３における無効の論理付けは誤りである。 

 

第４ 被告の反論 

 １ 取消事由１に対し 

  (1) 引用発明の認定について 

審決は，相違点の判断で「当該物品載置台１１を水平揺動させて把持具３ｄの下

方に配置させる必要がなくなり，当該物品載置台１１の水平揺動機能を削除して固

定棚とするべきであることは…」としているから，甲２発明が「リンク機構１０に

より水平揺動自在な水平揺動棚」を含む点を実質的に考慮したものであり，その引

用発明の認定は適切である。 

原告は，「水平揺動棚と既存技術との積極的組合せ」という甲２に記載のない独自

の概念を持ち出し，第１実施形態の技術的意義を独自に見出している。しかも，一

例にすぎない第１実施形態にのみ存在する技術的意義を，甲２発明の本質的な特徴

であるかのように捉え，「物品載置台１１をリンク機構１０により水平揺動自在の水

平揺動棚」とした構成と「移動体３のホイスト機能（昇降部３ｃ，把持具３ｄ等）」

とを切り離すと技術的意義がなくなるという独自の解釈を行っている。これは，甲

２発明が解決しようとする課題とその解決手段である請求項１の発明及びその作用

効果並びに下位の請求項同士の従属関係を度外視した解釈であり，妥当でない。 

甲２の請求項４は，保持部用移載手段を移動体に備える点を特定し，請求項５は，

ステーション用移載手段を移動体に備える点を特定する。請求項５に従属する請求

項６は，移動体に備えられた保持部用移載手段とステーション用移載手段とを兼用
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する点を限定するから，請求項４に従属する請求項５は，移動体に備えられた保持

部用移載手段とステーション用移載手段とを兼用する構成と，兼用しない構成との

双方を含む。したがって，甲２発明は，保持部用移載手段とステーション用移載手

段とを兼用する構成に加え，両者が別個の構成も当然含む。そして，請求項５は，

別個の移載手段の移載形態や移載方向を限定しないから，甲２は，保持部用移載手

段とステーション用移載手段とが別個であり，各移載手段の移載形態や移載方向が

異なる構成を開示する。また，甲２は，甲２発明の特徴である「物品保持部の搬送

用空間における配置」に関して，物品を一時保管するための複数の保管位置（レー

ル側方，レール下方）と，各保管位置で物品を保管できる各種の形態の物品保持部

（揺動式・固定式・スライド式）との組合せの例を，第１実施形態，第２実施形態，

その他の実施形態として例示する。 

 甲２に触れた当業者は，甲２の第１実施形態で例示された発明を認識するに当た

り，請求項１が特定する位置関係を発明の必須の構成要件として認識した上で，請

求項４が特定する移載手段をそれとは次元の異なる下位の発明と認識する。すなわ

ち，甲２に触れた当業者は，各請求項に段階的に記載された発明ごとに，実施形態

に開示された構成と対応させてそれぞれの発明を認識し，甲２の第１実施形態のす

べての具体的構成を一体不可分の発明と認識しない。 

  (2) 甲１事項２の認定について 

   ア 甲１には，本件訂正発明１のオーバーヘッドホイスト搬送車に対応する

キャリア搬送車２１が，ホイスト把持部を水平移動させる機械構造として，本件訂

正発明１の移動ステージに相当する構成を備えることが開示されている。 

イ 甲１には，キャリア搬送車２１が「物品の移載」のみを行い「物品の搬

送」を行わないとの記載はない。オントップ車両１１とキャリア搬送車２１がそれ

ぞれ通常の搬送車に相当するというのが，甲１発明の正しい理解である。 

 甲１発明では，ベイ内レールトラック２０上を自由に移動できるキャリア搬送車

２１が，非積載位置においても運搬手段１１と合流し，ウェハキャリア１を運搬手
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段１１から持ち上げて把持し，キャリア搬送車２１がロードポート３１が空くまで

待ち，ロードポート３１が空き次第，運搬手段１１から離れて単独でウェハキャリ

ア１を空いたロードポート３１まで搬送するという搬送形態が想定される。 

 当業者であれば，甲１の記載からキャリア移載車２１は「物品の移載」のみなら

ず「物品の搬送」をも行うと認識する。 

ウ 原告が甲１の日本語訳として作成した甲２０では，甲１の「transfer」

の意義を統一的に扱っていない。キャリア搬送車２１が「物品の移載」のみを行う

ように印象付ける目的でそのように翻訳しているのであれば，恣意的な翻訳といわ

ざるを得ず，そのような翻訳に基づく原告の認定が不当であることは明らかである。 

エ 副引例に記載された事項の認定は，主引例における相違点に係る構成と

の関係で，副引例に何が記載されているかを主な観点として，副引例に開示されて

いる他の構成との相互の関連性を踏まえて，まとまりのある構成を単位として認定

すべきであるから，審決による甲１事項２の認定が甲１の全体ではなく一部であっ

ても何ら問題とならない。 

 甲１の伸長可能アーム２３は，グリッパをキャリア搬送車２１に最も近い位置か

らロードポート３１に最も近い位置へ移動させるが，本件訂正発明１における甲２

発明との相違点に係る構成として，「移動ステージに取り付けられ前記移動ステージ

の水平移動によって水平移動可能なホイスト把持部」が挙げられ，甲１の伸長可能

アーム２３は，単にグリッパを水平移動させる機械構造にすぎないから，甲１のキ

ャリア移載車２１の構成のうち，グリッパを水平移動させる伸長可能アーム２３と

いう構成単位に着目して甲１に記載された事項として認定することができる。した

がって，「移動ステージに取り付けられ前記移動ステージの水平移動によって水平移

動可能なホイスト把持部」との関係では，甲１には，「移動ステージに取り付けられ

前記移動ステージの水平移動によって水平移動可能なホイスト把持部」の構造が開

示されている。 

 本件訂正発明１と甲２発明との相違点との関係で客観的に認定された甲１事項２
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が，結果的に甲２発明に適用しやすい事項であったにすぎず，審決の甲１事項２の

認定に誤りはない。 

  (3) 甲４事項の認定について 

ア 甲４には，審決に記載のとおりの甲４事項が記載されている。 

イ 確かに，甲４の実施例２の構成は，横行レール１３が横桁１２に対して

スライドする機能と，フック５ｄを備えた電動チェインブロック５が横行レール１

３上を水平方向に移動する機能とを備えているが，横行レール１３を横桁１２に対

してスライドさせることで，電動チェインブロック５を横行レール１３上で水平移

動させなくても，フック５ｄに吊り下げられた重量物１０の全部を横桁１２の外に

位置させることができる。つまり，移動ステージがホイスト把持部を水平移動させ

る機構に相当する機構は，電動チェインブロック５が設けられた横行レール１３が

横桁１２に対してスライドする機構により実現している。 

 甲４発明では，電動チェインブロック５が横行レール１３に沿って水平移動する

か否かに関わらず，横行レール１３の横桁１２に対する水平移動によりフック５ｄ

を水平移動させることができる。したがって，電動チェインブロック５が，それ自

体で横行レール１３を移動できるようになっているからといって，「移動ステージの

水平移動によって水平移動可能なホイスト把持部」と機能が異なるとはいえず，原

告の主張は理由がない。 

 ２ 取消事由２に対し 

(1) 審決の相違点１及び２の認定は正しい。 

(2) 原告の主張に対する反論 

 本件訂正発明１と甲２発明とでは，棚に保持された被搬送物へのホイスト把持部

の到達位置が水平方向で異なっている。しかし，甲２においても，物品載置台１１

は，処理加工治具ロードポートよりも高い位置にあり，ホイスト把持部は下降する

ことにより処理加工治具ロードポートより高い位置にある棚の被搬送物品へ到達し

て被搬送物品を取り出す。 
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 したがって，甲２発明においても「ホイスト把持部は，下降することにより前記

処理加工治具ロードポートより高い位置にある棚の被搬送物品へ到達して被搬送物

品を取り出すことができるようになっている」のであって，審決の一致点の認定が

誤りであるとする原告の主張は，失当である。 

 審決は，相違点２についての判断で，「当該物品載置台１１を水平揺動させて把持

具３ｄの下方に配置させる必要がなくなり，当該物品載置台１１の水平揺動機能を

削除して固定棚とするべきであることは，当業者には容易に想到し得る設計変更に

過ぎない」と判断している。つまり，審決が認定した相違点２には，物品載置台１

１の水平揺動機能が考慮されている。そのため，「把持具３ｄは…で下降して水平揺

動して走行経路に進出した状態の物品載置台１１に保持された物品Ｂに到達するよ

うになっている」点が相違点２として記載されていないからという理由で，審決の

相違点２の認定が誤りであるとする原告の主張は，失当である。 

 ３ 取消事由３について 

(1) 本件訂正発明１も甲２発明も，垂直移動機能を有するホイスト把持部がカ

セットポッドへ到達するオーバーヘッドホイスト搬送車が，走行経路の経路横幅方

向で搬送車外に保持されるカセットポッドを移載することに違いはない。 

 相違点２は，保管用位置と搬送用位置との間でカセットポッドを移載する場合の

具体的な移載形態の違いであり，移載に必要な水平移動機能と垂直移動機能とをオ

ーバーヘッドホイスト搬送車に備えさせる（本件訂正発明１）か，オーバーヘッド

ホイスト搬送車と物品載置台１１とに分散して備えさせるかという，機能の振り分

けの違いにすぎない。 

 甲２の請求項４に従属する請求項５は，移動体の保持部用移載手段とステーショ

ン用移載手段とが別個である構成を含むが，各移載手段の移載形態や移載方向を限

定しないため，保持部用移載手段とステーション用移載手段とが別個であり，各移

載手段の移載形態や移載方向が異なる構成も含み，甲２の図１の物品保持部とステ

ーションとの位置関係とも相まって，水平方向移動と垂直方向移動とを移動体に集
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約させることを示唆する。 

 したがって，甲２発明の水平移動機能として，水平揺動する物品載置台１１に代

えて，技術分野が同じ甲１に記載された「伸長可能アーム２３」を採用する動機付

けが存在する。そして，甲２発明の物品載置台１１が水平揺動する構成を，移動体

が「伸長可能アーム２３」を備える構成に置き換えると，必然的に，棚には物品の

水平移動機能がなくなり，固定棚となる。 

 甲２に存在する動機付けに従い，甲２発明に，甲１に開示された移動体が備える

水平移動機能を適用することに困難性はなく，そうすることで本件訂正発明１が得

られるから，本件訂正発明１は，当業者が甲２及び甲１に基づき容易に想到できた

ものである。 

 審決の相違点２の判断は，上記と同趣旨であり，誤りはない。 

(2) 原告の主張に対する反論 

ア 甲２の【０００７】の記載は，甲２発明において，移動体側と物品載置

台側とに分散する物品移載機能を，移動体に集約することを示唆しており，甲２の

第一実施形態の保管用位置への物品移載に必要な水平揺動する物品載置台１１の構

成に代えて，甲１事項２の移動体が「伸長可能アーム２３」を備えた構成を採用す

ることの動機付けとしての意味をもつ。 

イ 甲２は，甲２発明の特徴である「物品保持部の搬送用空間における配置」

に関し，物品を一時保管するための複数の保管位置（レール側方，レール下方）と，

各保管位置で物品を保管できる各種形態の物品保持部（揺動式・固定式・スライド

式）との組合せの例を，第１実施形態，第２実施形態，その他の実施形態として例

示する。甲２の請求項４に従属する請求項５は，移動体の保持部用移載手段とステ

ーション用移載手段とが別個である構成を含み，各移載手段の移載形態や移載方向

を限定しない。甲２は，保持部用移載手段とステーション用移載手段とが別個であ

り，各移載手段の移載形態や移載方向が異なる構成も開示する。甲２の開示事項は，

原告が主張する限定的な内容でない。 
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 さらに，甲２の【０００７】に記載のとおり，一般に，移動体より物品保持部の

方が多数となるので，移載手段を物品保持部に設ける場合に較べて，必要な移載手

段が少なくて済み，設備全体として構成の簡素化を図ることができる。 

ウ 甲２は，甲２発明の特徴である「物品保持部の搬送用空間における配置」

に関し，物品を一時保管するための複数の保管位置（レール側方，レール下方）と，

各保管位置で物品を保管できる各種形態の物品保持部（揺動式・固定式・スライド

式）との組合せの例を，第１実施形態，第２実施形態，その他の実施形態として例

示する。 

 甲２の実施形態は，甲２発明の具現化の一例にすぎないから，甲２発明の実施形

態の一部の組合せが記載されていなくても，当該組み合わせの阻害事由が記載され

ていることにはならない。 

 甲２の請求項５は，移動体に備えられた保持部用移載手段とステーション用移載

手段とが別個である構成を含み，各移載手段の移載形態や移載方向を限定しない。

甲２は，保持部用移載手段とステーション用移載手段とが別個であり，各移載手段

の移載形態や移載方向が異なる構成を開示する。甲２は，ステーションには垂直方

向の物品移動で移載し，物品保持部には水平方向及び垂直方向の物品移動で移載す

る構成を排除しない。 

 甲２発明の本質的特徴は，物品保持部を搬送用空間に配置した点にあり，保管用

位置を，例えば第１実施形態のように走行経路の側脇に設定した場合に，移動体と

保管用位置との間での物品移載に必要な移動を実現する構成は，各種の具体例を採

用し得る。したがって，甲２発明において，移動体が垂直方向及び水平方向の移動

機能を備えることについても，阻害事由は存在しない。 

エ 原告は，甲２の図１の第１実施形態に甲２の図１２の水平方向の移載手

段を適用することの困難性を主張する。しかし，審決が判断しているのは，甲２発

明に甲１事項２を適用することの可否ないし容易性であるから，原告の主張は無意

味である。 
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オ 原告の主張によれば，甲２（主引例）に開示済みの基本構成（物品保持

部の配置）が甲１（副引例）にも開示されていなければ，甲２に甲１事項２を適用

できないことになり，相違点の判断として妥当でない。 

 甲１事項２の「伸長可能アーム２３」の構成のみを甲２発明に適用すれば十分で

あり，この適用には動機付けがある。 

カ 原告の主張は，甲２発明が解決しようとする課題，その解決手段である

請求項１の発明，その作用効果を度外視して，原告が独自に抽出した第１実施形態

だけの技術的意義に基づく主張である。原告は，甲２発明の具体化の一例にすぎな

い第１実施形態の具体的構成にこだわり，「水平揺動棚と既存技術との積極的組合

せ」ないし「既存の移動体３のホイスト機能をそのまま使用する」という甲２に全

く記載のない原告独自の概念を持ち出して抽出した第１実施形態だけの技術的意義

を，甲２発明の本質的な特徴であるかのように捉え，甲２発明に水平移動機能を適

用すると甲２発明の技術的意義が没却されるため，当該適用は有り得ないと主張す

る。 

 原告は，第１実施形態の具体的構成に固執するあまり，甲２発明の解釈に当たり，

甲２に記載された他の重要な技術的事項を看過して，独自の解釈に基づき甲２発明

を必要以上に限定解釈している。 

 ４ 取消事由４について 

(1) 甲４には，審決に記載のとおりの甲４事項が記載されている。 

 したがって，甲４及び甲２に触れた当業者は，走行経路の側脇に位置する保管用

位置に物品を保管する甲２発明に対して，甲２の「物品の移載に必要な機能を移動

体に集約させる」という考え方に基づいて，甲２と同じ技術分野の甲４に記載され

たホイスト把持部を水平移動させる構成としての「電動チェインブロック５（ホイ

スト把持部）を水平移動させる横行レール１３」の構造を適用して，物品の水平移

動機能と垂直移動機能とをオーバーヘッドホイスト搬送車に備えさせることを試み

る。 
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 そして，甲２発明において，物品載置台１１が水平揺動する構成に代えて，甲４

に記載された移動体としての走行ユニット３が「ホイスト把持部を水平移動させる

横行レール１３」を備えた構成に置き換えた場合，必然的に，棚には物品を水平移

動させる機能はなくなり，物品を保管用位置で保持する棚は固定棚となる。 

 以上のとおり，甲２に存在する動機付けに従い，甲２発明に，甲４に開示された

移動体が備える水平移動の機能を適用することに何ら困難性はなく，そのようにす

ることで，本件訂正発明１が得られるのであるから，本件訂正発明１は，当業者が

甲２及び甲４に基づき容易に想到できたものである。 

(2) 原告の主張について 

 甲４発明では，電動チェインブロック５が横行レール１３に沿って水平移動する

か否かに関わらず，横行レール１３の横桁１２に対する水平移動によりフック５ｄ

を水平移動させることができる。つまり，電動チェインブロック５が横行レール１

３上を走行するか否かは，横行レール１３が本件訂正発明１の「移動ステージ」に

相当するか否かとは全く無関係である。 

 したがって，甲４事項の「横行レール１３」は本件訂正発明１の「移動ステージ」

に相当しないという原告の主張は誤りであり，そのような誤った認定に基づく無効

理由３に関する原告の主張は失当である。 

 

第５ 当裁判所の判断 

 １ 本件訂正発明 

(1) 訂正明細書の記載 

 訂正明細書（甲１７，１９）には，以下の記載がある。 

「【０００３】 

［発明の背景］ 

 この発明は，広くはマテリアルの自動化取扱システムに関し，さらに詳しくは，

オーバーヘッド（頭上）ホイストが仕掛品（ワーク－イン－プロセス）（以下，ＷＩ
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Ｐという）のパーツ類にＷＩＰストレージユニットから直接にアクセスできて，マ

テリアル取扱システム全体の効率を高めるマテリルの自動化取扱システムに関する

ものである。 

【０００４】 

 マテリアルを自動的に取り扱うシステムは，既知のものであって，これらは，製

品製造の状態においてＷＩＰストレージユニット及びオーバーヘッド（頭上）ホイ

ストを用いて，ＷＩＰパーツ類を貯蔵し，各種のワークステーション及び／又は処

理マシン類の間を搬送するようになっている。例えば，このような自動化マテリア

ル取扱システム（以下，ＡＭＨＳという）は，一般的には集積回路（ＩＣ）チップ

類の製造に使用されている。ＩＣチップ類製造のプロセスには，種々の工程が含ま

れていて，これら工程には，被着，クリーニング，イオン注入，エッチング及び不

動態化工程が含まれている。さらに，ＩＣチップ製造における，これらの工程のそ

れぞれは，化学蒸着チャンバ，イオン注入チャンバ又はエッチング機械のような異

なる処理機械によってなされているのが通常である。したがって，例えば半導体ウ

エファーのようなＷＩＰパーツ類は，一般的には，多数回にわたり異なるワークス

テーション及び／又は処理機械の間を行き来され，ＩＣチップ製造に必要な各種の

処理工程を経るようになっている。 

【０００５】 

 ＩＣチップ類製造の在来のＡＭＨＳは，半導体ウエファーを貯蔵する複数のＷＩ

Ｐ貯蔵ユニット（“ストッカー”としても知られている）及びＩＣチップ製造工場の

床に設置された各種のワークステーション及び処理機械にウエファー類を搬送する

一つ又は複数のオーバーヘッドホイスト搬送車を備えている。ＷＩＰストッカーに

貯蔵された半導体ウエファーは，通常，複数のフロント・オープニング・ユニファ

イド・ポッド（以下，ＦＯＵＰｓという）のような複数のカセットポッドに入れら

れ，引き続いて，吊り下げられたトラックにそって走行するオーバーヘッドホイス

ト搬送車へ移される。在来のＡＭＨＳにおいては，各ストッカーには，複数のアク
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ティブ・インプット／アウトプットポートが備えられているのが一般的であって，

これらポートは，内部のロボットアーム（３本又はそれ以上の可動軸をもつ）と結

合して前記ＦＯＵＰｓを前記ストッカーへ移し入れたり，移し出したりするように

なっている。前記ＦＯＵＰｓは，前記オーバーヘッドホイスト搬送車により前記イ

ンプット／アウトプットポートから引き上げられたり，置かれたりする。 

【０００６】 

 在来のＡＭＨＳの一つの欠点は，前記ロボットアームが前記ＷＩＰストッカーの

複数のアクティブ・インプット／アウトプットポートにある前記ＦＯＵＰｓに近づ

くのに必要な時間により前記システム全体の効率に限界がある点である。半導体ウ

エファーの一般的にデリケートな品質のために，前記ロボットアームを加速させる

には，厳格な制約があるのが通常である。この理由により，前記ＦＯＵＰｓを前記

ストッカーの複数のインプット／アウトプットポートへ接近させたり，離去させた

りするための時間は，最短のものが要求されるのが通常である。この最短の移動時

間は，大まかに言えば，前記ストッカーのスループットを決定し，所望のＩＣチッ

プ製造レベルを保つに必要なストッカーの数に相当し，したがって，前記ＡＭＨＳ

の全体のコストに影響してしまう。前記ＡＭＨＳのマテリアル取扱効率は，各スト

ッカーにおけるアクティブ・インプット／アウトプットポートの数を増やし，オー

バーヘッドホイスト搬送車が同時に多数のインプット／アウトプット・ポートに達

するようにすることで向上されるが，インプット／アウトプット・ポートを増やす

と，ストッカーのコストが大幅に高くなってしまう。」 

「【００１１】 

 第２の実施例においては，架設トラックの所定のルートは，縦型回転コンベヤＷ

ＩＰストッカーに対し平行に走っており，これによって前記オーバーヘッドホイス

トが前記回転コンベヤの貯蔵容器の一つから一つ又はそれ以上のＷＩＰパーツにア

クセスできるようになっている。さらに前記ＡＭＨＳは，引き出し機構を備え，こ

れは，縦型回転コンベヤストッカーと共に作用して所望のＷＩＰロットを含む選ば
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れた回転コンベヤの貯蔵容器を前記トラックに対する適当な位置に位置させる。例

えば，前記引き出し機構は，単一のサーボ制御軸にそって，前記トラックに近接の

第１の位置から前記トラックの実質的な直下の第２の位置へ前記回転コンベヤの貯

蔵容器を動かす（例えば，可動の棚）ようになっている。この第２の実施例におい

ては，前記オーバーヘッド搬送車は，前記トラックにそって動かされて，前記第２

の位置の実質的な直上位置へ動かされる。ついで，前記オーバーヘッドホイストは，

第２の位置へ下降される。別の実施例においては，前記選ばれた回転コンベヤの貯

蔵容器は，前記トラックにそって位置する棚を備え，前記オーバーヘッドホイスト

は，移送ステージに取り付けられて，前記オーバーヘッド搬送車の側面にある前記

棚から一つ又はそれ以上のＷＩＰロットを取り上げたり，配置したりするようにな

っている。最後に，前記オーバーヘッドホイストを操作して，前記選ばれた貯蔵容

器から所望のＷＩＰロットを取り上げたり，又は，前記選ばれた貯蔵容器内へ一つ

又はそれ以上のＷＩＰロットを納めるようにする。」 

「【００１６】 

 図１は，在来のＡＭＨＳ１００を示すもので，製品製造環境，例えば，集積回路

（ＩＣ）チップ類製造のためのクリーン環境のもとでＷＩＰパーツ類を種々のワー

クステーション及び／又は処理マシン類へ自動的に貯蔵し，搬送するために使用さ

れるものである。図１に示すように，在来のＡＭＨＳ１００は，ＷＩＰストレージ

ユニット（“ストッカー”）１０２とオーバーヘッドホイスト搬送システム１０４を

備えている。ＷＩＰストッカー１０２は，インプットポート１１１とアウトプット

ポート１１２を含み，オーバーヘッドホイスト搬送システム１０４は，架設された

トラック１０８と，このトラック１０８にそって動くオーバーヘッドホイスト搬送

車１０５と１０６を含む。通常の運転モードにおいては，ＷＩＰパーツ類は，フロ

ント・オープニング・ユニファイド・ポッド（以下ＦＯＵＰという）のようなカセ

ットポッド１１０に入れられて搬送される。第１番目のオーバーヘッド搬送車１０

５は，トラック１０８にそって動き，ＦＯＵＰ１１０をストッカー１０２のインプ
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ットポート１１１におろしたり，アウトプットポート１１２から別のＦＯＵＰを引

き上げたりするための適当な位置で停まるようになっている。さらに，第２番目の

オーバーヘッド搬送車１０６は，第１番目のオーバーヘッド搬送車１０５が前記Ｆ

ＯＵＰの積み卸しが終って出発進行するまで，トラック１０８に待機している。 

【００１７】 

 在来のＡＭＨＳ１００においては，前記ＦＯＵＰは，オーバーヘッドホイストか

らインプットポート１１１へおろされ，アウトプットポート１１２からオーバーヘ

ッドホイストへ引き上げるようになっているか，又は，別にストッカー１０２内か

ら３軸又はそれ以上の軸の動きをするようになっているロボットアーム１０７が接

近するようになっている。さらに，ストッカー１０２から前記ＦＯＵＰへ接近する

のに必要な最短時間でストッカーのスループットが決まるのが通常であるからスト

ッカーの数が所望の生産レベルを保つのに必要になる。したがって，前記ＦＯＵＰ

へアクセスするための多軸ロボットアーム１０７の複雑な動きで最短時間が長くな

ってしまい，これによって，ＡＭＨＳ１００に必要なストッカーの数とマテリアル

取扱システムの全体のコストの両者を高めてしまう。」 

「【００３１】 

 図５ａ～図５ｂは，固定の貯蔵位置へアクセスする移送ホイスト搬送車サブシス

テム７０４を示す。図示の実施例では，移送ホイスト搬送車サブシステム７０４は，

架設トラック７０８及びこのトラックにそって走行するオーバーヘッドホイスト搬

送車７０５を含む。このオーバーヘッド搬送車７０５でＦＯＵＰ７１０を固定の貯

蔵位置７３２から取り上げたり，配置したりするようになっている。例えば，オー

バーヘッド搬送車７０５は，天井７１４から距離７３６（約０．９ｍ）だけ離れて

おり，貯蔵位置７３２は，ＩＣチップ製造フロアーから距離７３８（約２．６ｍ）

をおいた上方にある。さらに，天井７１４は，高くなっているフロアーから距離７

９０（約３．６６ｍ）離れた上にある。 

【００３２】 
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 オーバーヘッドホイスト搬送車７０５は，架設のトラック７０８の直下になる位

置からＦＯＵＰ７１０を取り上げ（そして配置する）。この目的のために，オーバー

ヘッドホイスト搬送車７０５は，移動ステージに取り付けられ，搬送車７０５から

突き出てＦＯＵＰ７１０を取り上げ，ついで，これを搬送車７０５へ引き戻すホイ

ストグリッパー７３１を含み，このようにしてＦＯＵＰ７１０は，オーバーヘッド

ホイスト搬送車７０５内を動く（図５ｂ参照）。好ましい実施例では，前記移動ステ

ージによりオーバーヘッドホイストでカセットポッドをオーバーヘッド搬送車７０

５のいずれかの側面から取り上げたり，配置したりするようになっている。ＦＯＵ

Ｐ７１０がホイストグリッパ７３０に保持されると，オーバーヘッドホイスト搬送

車７０５がそれをＩＮチップ製造フロアーのワークステーション又は処理加工マシ

ンへと運ぶ。 

【００３３】 

 図６は，コンベヤ８９５の上にあるか又は移動中のマテリアルにアクセスする移

送ホイスト搬送車システム８００を図示する。特には，オーバーヘッドホイスト搬

送サブシステム８０４を用いて，ＦＯＵＰ８１０をオーバーヘッドレールをベース

とするコンベヤ８９５から直接取り上げたり，配置したりするようになっている。

図示の実施例では，オーバーヘッドホイスト搬送サブシステム８０４は，架設され

たトラック８０８と，トラック８０８にそって走行するオーバーヘッドホイスト搬

送車８０５を含んでいる。例えば，オーバーヘッド搬送車８０５は，トラック８０

８から距離８３６（約０．９ｍ）をおいた下方にあり，レールにのったコンベヤ８

９５から距離８９２（約０．３５ｍ）をおいた上方に位置する。さらに，オーバー

ヘッドレール８９８は，高くなっているＩＣチップ製造フロアーから距離８３８（約

２．６ｍ）をおいた上方に位置する。理解されるべき点は，レール８９８は，図面

の面に対し垂直方向にある点である。移送ホイスト搬送車システム８００は，さら

に，処理加工治具ロードポート８９９を含んでいる。 

【００３４】 
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 オーバーヘッド搬送車８０５を用いて，レールに乗せられたコンベヤ８９５への

上方からの積み卸しを行うようになっている。この目的のために，オーバーヘッド

搬送車８０５には，ホイストグリッパー８３５をもつオーバーヘッドホイスト８３

１が含まれていて，これは，移動ステージ８３３に取り付けられ，これは，矢印８

７０，８７１それぞれに示すように，水平及び垂直移動できるようになっている。

図示の操作モードにおいては，レールに乗っているコンベヤ８９５が動いてＦＯＵ

Ｐ８１０をオーバーヘッドホイスト８３１の直下に位置させる。ついで，移動ステ

ージ８３３を介してホイストグリッパー８３５がＦＯＵＰ８１０に向けて降下し，

コンベヤ８９５からＦＯＵＰ８１０を直接掴み上げる。ついで，ＦＯＵＰ８１０を

保持しているホイストグリッパー８３５を移動ステージ８３３を介して引き上げて

後退させ，このようにしてＦＯＵＰ８１０をオーバーヘッドホイスト搬送車８０５

内へ移動させる。ついで搬送車８０５でＦＯＵＰ８１０をＩＣチップ製造フロアー

のワークスエーション又は処理加工マシンへ運ぶ。 

【００３５】 

 ここに記載のマテリアル自動化取扱システムの操作方法を図７を参照しながら解

説する。工程９０２で示すように，ＦＯＵＰを入れた選ばれた貯蔵容器は，縦型回

転コンベヤストッカー内に配置され，オーバーヘッドホイストがアクセスできるよ

うにされる。例えば，選ばれた回転コンベヤの貯蔵容器は，縦型回転コンベヤスト

ッカーの頂部又は側部に位置される（図２～図３参照）。ついで，工程９０４で示す

ように，オーバーヘッドホイスト搬送車をトラックにそって動かし，選ばれた貯蔵

容器の近くへと移動させる。…（略）…選ばれた貯蔵容器を前記ストッカーの側面

に位置させる場合には，オーバーヘッド搬送車は，前記貯蔵容器の側面に位置する

ことになる。ついで工程９０６で示すようにオーバーヘッドホイストを前記搬送車

から突き出して降下させ，前記ホイストグリッパーを選ばれた貯蔵容器内のＦＯＵ

Ｐに当接させる。ついで，工程９０８で示すように，ホイストグリッパーを操作し

て，前記貯蔵容器からＦＯＵＰを直に取り上げる。ついで，工程９１０で示すよう
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に，オーバーヘッドホイストを引き上げ，後退させ，ＦＯＵＰをオーバーヘッド搬

送車内へ移す。このようにして，ＦＯＵＰは，選ばれた貯蔵容器からオーバーヘッ

ド搬送車へ移される。最後に，工程９１２で示すように，オーバーヘッド搬送車で

ＦＯＵＰを製品製造フロアーにおけるワークステーション又は処理加工マシンへ運

ぶ。」 

(2) 本件訂正発明の要旨 

 訂正明細書の前記(1)の記載から，本件訂正発明について，以下のことが認められ

る。 

 本件訂正発明は，集積回路チップの製造に使用される自動化マテリアル取扱シス

テムに関するものであり，特に，吊り下げられたトラックに沿って走行し，半導体

ウエファを貯蔵する複数の仕掛品貯蔵ユニット（ストッカー）並びに集積回路チッ

プ製造工場の床に設置された各種のワークステーション及び処理機械に半導体ウエ

ファを搬送するオーバーヘッドホイスト搬送車を備える自動化マテリアル取扱シス

テムに関するものである（【０００３】ないし【０００５】）。 

 従来の自動化マテリアル取扱システムでは，オーバーヘッドホイスト搬送車は，

仕掛品パーツ類が入ったカセットポッドを仕掛品貯蔵ユニット（ストッカー）のイ

ンプットポートに降ろしたり，アウトプットポートから引き上げたりする（【００１

６】，【００１７】）。インプットポート及びアウトプットポートと仕掛品貯蔵ユニッ

ト（ストッカー）との間のカセットポッドの移動は，仕掛品貯蔵ユニット（ストッ

カー）内のロボットアームによって行われる（【０００５】）。一般的にデリケートな

品質を有する半導体ウエファを扱うロボットアームの加速には厳格な制約があるた

め，自動化マテリアル取扱システムのマテリアル取扱効率を上げるためには，仕掛

品貯蔵ユニット（ストッカー）のインプットポート及びアウトプットポートの数を

増やし，オーバーヘッドホイスト搬送車が同時に多数のインプット／アウトプッ

ト・ポートに達するようにする必要があったが，これには，仕掛品貯蔵ユニット（ス

トッカー）のコストが大幅に高くなるという課題があった（【０００６】）。 
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 本件訂正発明に係る自動化マテリアル取扱システムでは，オーバーヘッドホイス

ト搬送車は，移動ステージと，移動ステージに取り付けられたオーバーヘッドホイ

ストとを備え，トラックに沿って位置し，かつ，オーバーヘッドホイスト搬送車の

側面にある棚からカセットポッドを取り上げたり，その棚にカセットポッドを配置

したりする（【００１１】）。すなわち，オーバーヘッドホイスト搬送車が仕掛品貯蔵

ユニット（ストッカー）に直接アクセスすることで，自動化マテリアル取扱システ

ムの効率を高める（【０００３】）。 

 具体的には，架設されたトラック８０８に沿って走行するオーバーヘッドホイス

ト搬送車８０５は，オーバーヘッドホイスト８３１を備え，オーバーヘッドホイス

ト８３１は，移動ステージ８３３と，移動ステージ８３３に取り付けられたホイス

トグリッパー８３５とを有する（【００３３】，【００３４】，図６）。そして，レール

に乗っているコンベヤ８９５が動いてＦＯＵＰ（フロント・オープニング・ユニフ

ァイド・ポッド。カセットポッドの一種。【０００５】）８１０がオーバーヘッドホ

イスト８３１の直下に位置すると，ホイストグリッパー８３５は，移動ステージ８

３３を介してＦＯＵＰ８１０に向かって降下し，コンベヤ８９５からＦＯＵＰ８１

０を直接掴み上げ，ＦＯＵＰ８１０を保持したまま移動ステージ８３３を介して上

昇し，後退して，ＦＯＵＰ８１０をオーバーヘッドホイスト搬送車８０５内へ移動

させる（【００３４】）。その後，オーバーヘッドホイスト搬送車８０５は，ＦＯＵＰ

８１０を処理加工治具ロードポート８９９へ運ぶ（【００３３】，【００３４】）。 

 本件訂正発明では，カセットポッドは，レールに乗っているコンベヤ８９５上の

ＦＯＵＰ８１０ではなく，固定の貯蔵位置７３２（固定棚）上のＦＯＵＰ７１０で

あり（【００３１】，図５ａ，図５ｂ），オーバーヘッドホイスト搬送車８０５は，固

定の貯蔵位置７３２（固定棚）の側面に位置して上記の動作を行う（【００３２】，

【００３５】）。 

 

 ２ 取消事由１(1)及び取消事由２ 
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 まず，取消事由１(1)（甲２発明の認定の誤り）及び取消事由２（本件訂正発明１

と甲２発明との一致点及び相違点２の認定の誤り）について検討する。 

  (1) 甲２発明の認定 

ア 甲２（特開平１０－４５２１３号公報）には，以下の記載がある。図１

ないし図３，図７，図１２ないし図１７については，図面目録参照。 

「【特許請求の範囲】 

【請求項１】 搬送用空間と，その搬送用空間とは別の空間とが上下に並ぶ状態

で設けられ，前記搬送用空間に，案内レールと，その案内レールに案内されて走行

する移動体とが設けられ，前記移動体が，複数のステーション間で物品を搬送する

ように構成されている物品搬送設備であって，前記搬送用空間に，前記ステーショ

ン間の物品搬送及び前記ステーションに対する物品移載を許容する状態で，前記移

動体との間で物品を移載可能に複数の物品を保持する物品保持部が設けられている

物品搬送設備。 

【請求項２】 上下が区画された作業用空間の天井の上側若しくは下側又は床下

の空間が，前記搬送用空間として設定され，床上の空間が，前記別の空間として設

定されている請求項１記載の物品搬送設備。 

【請求項３】 前記物品保持部は，前記案内レールに沿って設けられ，且つ，前

記案内レールにおける，前記ステーションに対する停止位置間の途中箇所に位置す

る移動体との間で物品を移載可能に構成されている請求項１又は２記載の物品搬送

設備。 

【請求項４】 前記移動体に，前記物品保持部との間で，物品を移載するための

保持部用移載手段が設けられている請求項１～３のいずれか１項に記載の物品搬送

設備。 

【請求項５】 前記移動体に，前記ステーションとの間で，物品を移載するため

のステーション用移載手段が設けられている請求項１～４のいずれか１項に記載の

物品搬送設備。 
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【請求項６】 前記保持部用移載手段と前記ステーション用移載手段とが，単一

の物品移載手段にて兼用される状態で設けられている請求項５記載の物品搬送設

備。」 

「【発明の詳細な説明】 

【０００１】 

【発明の属する技術分野】本発明は，搬送用空間と，その搬送用空間とは別の空

間とが上下に並ぶ状態で設けられ，前記搬送用空間に，案内レールと，その案内レ

ールに案内されて走行する移動体とが設けられ，前記移動体が，複数のステーショ

ン間で物品を搬送するように構成されている物品搬送設備に関する。」 

「【０００７】又，上記請求項４記載の構成を備えることにより，物品保持部と移

動体との間で物品の移載を行う保持部用移載手段が移動体側に設けられている。こ

のような物品搬送設備では，一般的に，移動体の数に較べて物品保持部の数の方が

多数となる場合が多いので，その移載手段を物品保持部側に設ける場合に較べて，

必要となる移載手段の数が少なくて済み，設備全体として構成の簡素化を図ること

ができる。」 

「【００１６】 

【発明の実施の形態】以下，本発明を適用した物品搬送設備の実施の形態を図面

に基づいて説明する。 

〔第１実施形態〕物品搬送設備ＴＳは，複数の工程で加工処理されて完成品とな

る物品Ｂの製造設備において，各工程間でその物品Ｂを搬送する設備である。この

搬送のために，設備の全体レイアウト図である図７に示すように，６個のループ状

の案内レール１と，それらの案内レール１間で物品Ｂを搬送するためのループ状の

連絡用案内レール２とが備えられており，各案内レール１では複数台の移動体３が

案内されて物品Ｂを一定方向（例えば反時計周り方向）に搬送し，連絡用案内レー

ル２においても複数台の連絡用移動体４が案内されて物品Ｂを一定方向（例えば時

計周り方向）に搬送する。 
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【００１７】各案内レール１は，床面ＦＬと天井ＣＬとによって区画される作業

用空間において，図１に示すように，天井ＣＬの下側に取り付けられ，天井ＣＬの

下側の，案内レール１，移動体３及び後述する物品保管部ＢＳが存在する空間が，

物品Ｂの搬送するための搬送用空間ＴＡを形成し，その搬送用空間ＴＡの下側に位

置する床面ＦＬ上側の空間が搬送用空間ＴＡとは別の空間ＯＡを形成し，前記別の

空間ＯＡに，案内レール１に沿って床面ＦＬ上に並ぶ状態で複数台の加工装置５が

設置されている。移動体３は，図３に示す各加工装置５の物品受入れ部５ａ及び物

品払出し部５ｂに対して物品Ｂの受け渡しを行うので，厳密には，図３に示すよう

に，各加工装置５の物品受入れ部５ａ及び物品払出し部５ｂにおける移動体３との

物品移載位置が案内レール１における移動体３のステーションＳＴとなる。尚，一

つの案内レール１に沿って設置される加工装置５は，物品Ｂに対して同一の処理を

行う装置である場合が多いが，一連に行われる複数種類の処理をするために複数種

類の加工装置５を並べて配置する場合もある。この他，案内レール１に沿って物品

Ｂを一時的に保持する物品保持部ＢＳが複数設けられ，案内レール１に対する物品

の出入り部ＩＯには，案内レール１の移動体３と連絡用案内レール２の連絡用移動

体４との間で物品Ｂを移載するための出入り部用移載装置６が設けられている。」 

「【００１９】以下，上記した各部分について概略説明する。案内レール１を走行

する移動体３は，図１及び図２に示すように，上記の案内レール１によって上下方

向並びに左右方向での位置が規制される図示しない走行輪を備えた走行部３ａと，

走行部３ａにおいて巻き取り駆動される索状体３ｂにて吊下げ支持されて昇降自在

の昇降部３ｃと，昇降部３ｃの下端から下方に延びる物品把持用の把持具３ｄとが

備えられて構成され，リニアモータ（例えば移動体３側に駆動用コイルを備えたＬ

ＤＭ）にて走行駆動される。尚，移動体３の走行や昇降部３ｃの昇降移動のための

電力は，図示を省略するが，案内レール１の側面に設置された給電線から集電子等

を経て供給される。 

【００２０】この移動体３とステーションＳＴとの間の物品Ｂの移載は，図１及
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び図２に示すように，昇降部３ｃの昇降作動と把持具３ｄの把持作動とにより，案

内レール１の直下に位置する加工装置５の物品受入れ部５ａ及び物品払出し部５ｂ

との間で，物品Ｂを昇降移動させて行うものであり，後述するように物品保持部Ｂ

Ｓにおいても，昇降部３ｃの昇降距離が異なるものの同様の移載動作を行う。従っ

て，物品保持部ＢＳとの間で物品Ｂの移載を行う保持部用移載手段ＢＣと，ステー

ションＳＴとの間で物品Ｂの移載を行うステーション用移載手段ＳＣとは，索状体

３ｂ，昇降部３ｃ及び把持具３ｄを主要部とする単一の物品移載手段ＢＭにて構成

されている。 

【００２１】…（略）…物品保持部ＢＳには，図１，図２及び図７に示すように，

天井ＣＬ近くの移動体移動経路の両側に配置され，一端側を天井ＣＬに揺動自在に

取り付けられたリンク機構１０と，そのリンク機構１０の他端側が揺動自在に取り

付けられて水平揺動自在の物品載置台１１と，伸縮端１２ａがリンク機構１０に取

り付けられた油圧シリンダ１２とが備えられており，油圧シリンダ１２の駆動力に

より，物品載置台１１が，移動体３の走行経路に進出する状態と，走行経路の側脇

に引退する状態とに切り換えられる。物品載置台１１は，通常，走行経路の側脇に

引退する状態を維持し，移動体３が案内レール１に沿って走行するのを許容すると

共に，移動体３の昇降部３ｃの昇降を許容して，ステーションＳＴに対する物品移

載を許容する。尚，一つの物品載置台１１には，図２及び図７に示すように，移動

体移動方向に並ぶ状態で４つの物品Ｂを保持可能である。 

【００２２】物品載置台１１が移動体３の走行経路に進出する状態では物品載置

台１１に載置される物品Ｂが，移動体３の昇降部３ｃの直下の移載用位置に位置し，

この位置で，移動体３と物品の受け渡しを行う。すなわち，物品保持部ＢＳに保持

される物品Ｂを移動体３に移載するときは，移動体３の昇降台３ｃを降下させて，

把持具３ｄにて物品Ｂにおける移動体前後方向の上端部を把持した後，昇降部３ｃ

を上昇端まで上昇させる。移動体１は，物品Ｂをその上昇位置で保持する状態で搬

送する。移動体３が保持する物品Ｂを物品保持部ＢＳに移載するときは，上記とほ
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ぼ逆の動作となる。従って，リンク機構１０及び油圧シリンダ１２を主要部として，

案内レール横幅方向に保持する複数個（具体的には２個）の物品Ｂの夫々を，移動

体３との移載用位置に位置させる物品移動手段ＭＳが構成されている。」 

  イ 甲２の前記アの記載によれば，以下のことが認められる。 

甲２には，案内レールとその案内レールに案内されて走行し複数のステーション

間で物品を搬送する移動体とが設けられた搬送用空間と，その搬送用空間とは別の

空間とが上下に並ぶ状態で設けられた物品搬送設備が記載されている（【０００１】）。   

物品搬送設備ＴＳは，床面ＦＬと天井ＣＬとで区画される作業用空間の上側に位

置する搬送用空間ＴＡと，搬送用空間ＴＡの下側に位置する別の空間ＯＡとを含み，

搬送用空間ＴＡには，天井ＣＬの下側に取り付けられたループ状の案内レール１と，

案内レール１に案内されて物品Ｂを搬送する複数台の移動体３と，物品保管部ＢＳ

とが存在し，別の空間ＯＡには，案内レール１に沿って床面ＦＬに並ぶ状態で複数

台の加工装置５が設置される（【００１６】，【００１７】，図１，図７）。 

案内レール１を走行する移動体３は，案内レール１によって上下方向及び左右方

向の位置が規制される走行輪を備えた走行部３ａと，走行部３ａで巻き取り駆動さ

れる索状体３ｂで支持されて昇降自在の昇降部３ｃと，昇降部３ｃの下端から下方

に延びる物品把持用の把持具３ｄとから構成される（【００１９】，図１，図２）。こ

こで，図１を参照すると，走行部３ａは，案内レール１に吊り下げられており，昇

降部３ｃを案内レール１より下方に搭載していることが見て取れる。 

物品保持部ＢＳは，移動体移動経路の両側に配置され，一端側を天井ＣＬに揺動

自在に取り付けられたリンク機構１０と，リンク機構１０の他端側が揺動自在に取

り付けられて水平揺動自在の物品載置台１１と，伸縮端１２ａがリンク機構１０に

取り付けられた油圧シリンダ１２とを備え，油圧シリンダ１２の駆動力により，物

品載置台１１が移動体３の走行経路に進出する状態と走行経路の側脇に引退する状

態とに切り換えられる（【００２１】，図１，図２，図７）。 

物品載置台１１は，通常，走行経路の側脇に引退する状態を維持し，移動体３が
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案内レール１に沿って走行するのを許容するとともに，移動体３の昇降部３ｃの昇

降を許容して，ステーションＳＴに対する物品移載を許容する（【００２１】）。 

移動体３とステーションＳＴ（加工装置５の物品受入れ部５ａ及び物品払い出し

部５ｂにおける物品移載位置。【００１７】，図３。）との物品Ｂの移載は，物品載置

台１１が走行経路の側脇に引退した状態で，昇降部３ｃの昇降作動と把持具３ｄの

把持作動とにより，案内レール１の直下に位置する加工装置５の物品受入れ部５ａ

及び物品払出し部５ｂとの間で物品Ｂを昇降移動させて行う（【００２０】，【００２

１】，図１，図２）。 

移動体３と物品保持部ＢＳの物品載置台１１との物品Ｂの移載は，物品載置台１

１が移動体３の走行経路に進出する状態では，移動体３の昇降部３ｃの直下の移載

用位置にある物品Ｂを昇降移動させて行う（【００２２】）。 

移動体３とステーションＳＴとの間で物品Ｂの移載を行うステーション用移載手

段ＳＣと，移動体３と物品保持部ＢＳとの間で物品Ｂの移載を行う保持部用移載手

段ＢＣとは，索状体３ｂ，昇降部３ｃ，把持具３ｄを主要部とする単一の物品移載

手段ＢＭで構成され，ステーションＳＴとの間での移載と物品保持部ＢＳとの間で

の移載とは，昇降距離が異なるものの同じ動作（昇降動作）で行われる（【００２０】）。 

ウ 前記イのとおり，物品載置台１１は，通常，走行経路の側脇に引退する

状態を維持し，移動体３が案内レール１に沿って走行するのを許容する。すなわち，

移動体３が案内レール１に沿って走行することができるのは，物品載置台１１が走

行経路の側脇に引退する状態を維持するときである。 

したがって，移動体３が物品載置台１１との間で物品Ｂを移載するときは，まず，

物品載置台１１が走行経路の側脇に引退する状態で移動体３（の走行部３ａ）が移

載を行う位置まで移動して停止し，次に，物品載置台１１が移動体３の走行経路に

進出する状態に切り換えられ，その後，前記イのとおり移動体３の昇降部３ｃの直

下の移載用位置にある物品Ｂを昇降移動させることが分かる。 

このとき，移動体３の把持部３ｄが物品載置台１１の上方に位置していることは，
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明らかである。 

エ 前記イないしウのとおり，移動体３は，ステーション用移載手段ＳＣと

保持部用移載手段ＢＣとを兼ねる単一の物品移載手段ＢＭで物品Ｂを直下に昇降移

動させて，加工装置５の物品受入れ部５ａ及び物品払出し部５ｂとの間で，又は物

品載置台１１との間で，物品Ｂを移載するものである。 

そして，加工装置５の物品受入れ部５ａ及び物品払出し部５ｂは，前記イのとお

り加工装置５が床面ＦＬに設置されている以上，移動体３を案内する案内レール１

から見て常に直下に位置すると認められるものの，それに対して物品Ｂの移載が許

容されるのは，前記イのとおり物品載置台１１が走行経路の側脇に引退する状態に

あるときである。一方，物品載置台１１に載置された物品Ｂが移動体３の直下に位

置するのは，前記ウのとおり，物品載置台１１が移動体３の走行経路に進出する状

態にあるときである。 

すなわち，甲２に記載された物品搬送設備ＴＳは，物品載置台１１が走行経路の

側脇に引退する状態にあるときには加工装置５の物品受入れ部５ａ及び物品払出し

部５ｂとの間で物品Ｂの移載を行い，物品載置台１１が移動体３の走行経路に進出

する状態にあるときには物品載置台１１との間で物品Ｂを移載するものである。 

そうすると，甲２に記載された物品搬送設備ＴＳは，物品載置台１１が水平揺動

自在な移動棚であり，移動体３の昇降部３ｃの把持部３ｄが物品載置台１１との間

で昇降動作をするときに，物品載置台１１が走行経路に進出する状態にあることを

前提とするものであると認められる。 

オ 以上のことをまとめると，甲２には，原告が主張するとおり，以下の発

明が「第１実施形態」として記載されていると認められるから，甲２発明は，その

ように認定するべきである。審決の認定と異なる部分を下線で示す。 

「自動化された物品搬送設備ＴＳであって， 

物品Ｂを保持するように設定されリンク機構１０により水平揺動自在の物品載置

台１１と， 
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昇降部３ｃを搭載した走行部３ａを含む移動体３であって，前記昇降部３ｃは，

それ自体が垂直移動可能な物品Ｂを把持する把持具３ｄを有し，前記走行部３ａは，

前記把持具３ｄで物品Ｂを把持した状態で物品載置台１１に隣接する走行経路を画

定する案内レール１に沿って吊り下げられて移動し且つ前記昇降部３ｃを前記案内

レール１よりも下方位置に搭載するように構成された前記移動体３と，を有し， 

前記物品載置台１１は開放されており，前記昇降部３ｃの把持具３ｄが，複数の

行程で加工処理されて完成品となる物品Ｂの製造設備の各工程間を案内レール１に

沿って次の搬送のために，前記案内レール１の下方において，リンク機構１０によ

り走行経路に進出した状態の物品載置台１１に保持された物品Ｂへ直接到達するよ

うになっており， 

把持具３ｄは，案内レール１の真下の位置から下降することにより加工装置５の

ステーションＳＴの物品Ｂへ到達して物品Ｂを取り出すことができ且つ案内レール

１の真下の位置から下降することにより前記加工装置５のステーションＳＴより高

い位置にあるリンク機構１０により走行経路に進出した状態の物品載置台１１の物

品Ｂへ到達して物品Ｂを取り出すことができるようになっている物品搬送設備Ｔ

Ｓ。」 

カ すなわち，審決には，甲２発明の認定に際し，物品載置台１１がリンク

機構１０により水平搖動自在な水平搖動棚であり，把持具３ｄが案内レール１の真

下の位置から下降して物品載置台１１の物品Ｂへ到達する際に，物品載置台１１が

リンク機構１０により走行経路に進出した状態にある点を認定しなかった誤りがあ

る。 

(2) 甲２発明の認定に関する被告の主張について 

   ア 被告は，①甲２発明は，それが解決しようとする課題を念頭に，甲２に

記載された技術的事項に基づき，「第１実施形態」に記載された具体的構成のみなら

ず，本件訂正発明との対比判断に必要かつ十分な限度で認定されるべきであり，②

甲２発明の本質的な特徴は，物品を一時的に保持する物品保持部を搬送用空間に配
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置した点にあるから，審決がした甲２発明の認定に誤りはないと主張する。   

しかし，被告の主張は，以下に述べるとおり，採用することができない。 

従来の物品搬送設備は，ステーションに搬送される物品又はステーションから搬

送された物品を一時的に保持する設備が搬送用空間とは別の空間に設けられていた

ため，その別の空間の容積の拡大が課題とされていたところ，甲２発明は，その課

題を，物品を一時的に保持する物品保持部をステーション間の物品搬送及びステー

ションに対する物品移載を許容する状態で搬送用空間に設けることにより解決した

点に特徴がある（請求項１，【０００２】ないし【０００４】）。 

したがって，甲２発明は，それが解決しようとする課題を念頭に置けば，案内レ

ール及びその案内レールに案内されて走行する移動体が設けられた搬送用空間と，

その搬送用空間とは別の空間とが上下に並ぶ状態で設けられ，移動体が複数のステ

ーション間で物品を搬送する物品搬送設備であって，しかも，物品を一時的に保持

する設備と移動体との間で物品の移載が可能な物品搬送設備として認定するべきで

ある。 

また，本件訂正発明１は，「移動ステージは，ホイスト把持部をオーバーヘッドホ

イスト搬送車に最も近い第１の位置から固定棚に最も近い第２の位置へ移動させる

ように設定され，ホイスト把持部は，第１の位置から下降することにより処理加工

治具ロードポートのカセットポッドへ到達してカセットポッドを取り出すことがで

き且つ第２の位置から下降することにより」「固定棚のカセットポッドへ到達してカ

セットポッドを取り出すことができるようになっている」と特定されて，「ホイスト

保持部」がどのようにして「処理加工治具ロードポートのカセットポッド」及び「固

定棚のカセットポッド」に到達するかが具体的に特定されている。 

したがって，本件訂正発明１との対比判断に必要かつ十分な限度で甲２発明を認

定する観点からすれば，甲２発明の認定においても，垂直移動可能な把持具３ｄが

どのようにして加工装置５のステーションＳＴの物品Ｂ及び物品載置台１１に保持

された物品Ｂに到達するかを具体的に特定するべきである。 
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イ 被告は，原告が主張する甲２発明は，甲２発明が解決しようとする課題

とその解決手段である請求項１の発明及びその作用効果並びに下位の請求項同士の

従属関係を度外視したものであり，妥当でないと主張する。そして，①甲２の請求

項４ないし請求項６の記載からみて，甲２発明は，保持部用移載手段とステーショ

ン用移載手段とが別個の構成も当然含む，②甲２の請求項５の記載からみて，甲２

は，保持部用移載手段とステーション用移載手段とが別個であり，各移載手段の移

載形態や移載方向が異なる構成を開示する，③甲２は，甲２発明の特徴である「物

品保持部の搬送用空間における配置」に関して，物品を一時保管するための複数の

保管位置（レール側方，レール下方）と，各保管位置で物品を保管できる各種の形

態の物品保持部（揺動式・固定式・スライド式）との組合せの例を，第１実施形態，

第２実施形態，その他の実施形態として例示すると主張する。 

しかし，被告の主張は，以下に述べるとおり，採用することができない。 

前記アのとおり，甲２発明が解決しようとする課題とその解決手段とを踏まえれ

ば，甲２発明は，搬送用空間と，その搬送用空間とは別の空間とが上下に並ぶ状態

で設けられた物品搬送設備であって，しかも，物品を一時的に保持する設備と移動

体との間で物品の移載が可能な物品搬送設備として認定するべきであるから，前記

(1)で認定した甲２発明は，甲２発明が解決しようとする課題とその解決手段である

請求項１の発明及びその作用効果を度外視したものではない。 

また，後記３(1)のとおり，甲２に記載された実施形態は，いずれも，ステーショ

ン用移載手段ＳＣと保持部用移載手段ＢＣとを移動体３に設けられた単一の物品移

載手段ＢＭで兼用し，ステーションＳＴとの間での物品Ｂの移載と物品保持部ＢＳ

との間での物品Ｂの移載とを同じ動作（昇降動作又は移動体３の横幅方向への移動）

で行うものである。そして，ステーション用移載手段ＳＣと保持部用移載手段ＢＣ

とが別個の構成の実施形態や，各移載手段の移動形態や移載方向が異なる構成の実

施形態は，甲２には記載されていない。 

被告が主張するとおり，甲２の請求項４には保持部用移載手段が移動体に設けら
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れることが記載され，請求項５にはステーション用移載手段が移動体に設けられる

ことが記載され，請求項６には保持部用移載手段とステーション用移載手段とが単

一の物品移載手段で兼用されることが記載されている。しかし，これらの記載は，

いずれも，対応する作用効果の記載（【０００７】，【０００８】）とともに，甲２に

記載された実施形態（すなわち，ステーション用移載手段ＳＣと保持部用移載手段

ＢＣとを移動体３に設けられた単一の物品移載手段ＢＭで兼用する実施形態）のす

べてに等しく当てはまることからすれば，これらの実施形態に共通する構成を個別

に取り出して表現したものにすぎず，これらの実施形態に表れていない何らかの新

たな構成を開示したり，それをこれらの実施形態に付加したりすることを示唆する

ものではない。 

したがって，前記(1)で認定した甲２発明は，下位の請求項同士の従属関係を度外

視したものではない。 

甲２の請求項４ないし請求項６の記載は，保持部用移載手段とステーション用移

載手段とを別個のものにするという，甲２に記載された実施形態に表れていない構

成を示唆するものではなく，甲２発明は，保持部用移載手段とステーション用移載

手段とが別個の構成を含むとはいえない。 

請求項５の記載は，各移載手段の移載形態や移載方向を異なるものにするという，

甲２に記載された実施形態に表れていない構成を開示するものではなく，甲２は，

保持部用移載手段とステーション用移載手段とが別個であり，各移載手段の移載形

態や移載方向が異なる構成を開示するとはいえない。 

後記のとおり，甲２には，物品保持部として，水平搖動自在な移動棚である物品

載置台１１（第１実施形態，第２実施形態），スライド移動自在な載置台２２（【０

０３６】，【００３７】，図１４，図１５に記載されたその他の別実施形態），固定棚

（【００３８】，図１６，図１７に記載されたその他の別実施形態），物品保持台３０

（【００３５】，図１２，図１３に記載されたその他の別実施形態）が記載されてい

るから，被告の前記③の主張のとおり，甲２は，物品を一時保管するための複数の
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保管位置（レール側方，レール下方）と，各保管位置で物品を保管できる各種の形

態の物品保持部（揺動式・固定式・スライド式）との組合せの例を開示するといえ

る。 

しかし，物品Ｂの移載については，甲２には，水平搖動自在な移動棚である物品

載置台１１，スライド移動自在な載置台２２又は固定棚との間は昇降動作で，物品

保持台３０との間は移動体３の横幅方向への移動で，それぞれ行うことが記載され

ているものの，昇降動作と移動体３の横幅方向への移動とを組み合わせることは，

記載も示唆もされていない。 

(3) 一致点・相違点の認定 

ア 審決は，前記(2)のとおり，甲２発明の認定を誤ったから，その結果，相

違点２の認定も誤った。 

相違点２は，正しくは以下のように認定するべきである。審決の認定と異なる部

分を下線で示す。 

（相違点２） 

本件訂正発明１が， 

水平移動可能な移動ステージ及びこの移動ステージに取り付けられ前記移動ステ

ージの水平移動によって水平移動可能なホイスト把持部を有し， 

前記移動ステージは，前記ホイスト把持部に把持されたカセットポッドの全部が

オーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するように前記ホイスト把持部を水平方

向に移動させ，且つ，その全部がオーバーヘッドホイスト搬送車の外に位置するカ

セットポッドを前記ホイスト把持部により把持可能なように水平方向に移動させる

ようになっており， 

所定経路に隣接する棚が固定棚であり，前記ホイスト把持部が，固定棚に保持さ

れたカセットポッドへ直接到達するのが，前記オーバーヘッドホイスト搬送車のい

ずれかの側方であり， 

前記移動ステージは，ホイスト把持部をオーバーヘッドホイスト搬送車に最も近
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い第１の位置から固定棚に最も近い第２の位置へ移動させるように設定され，ホイ

スト把持部は，第２の位置から固定棚のカセットポッドへ到達するようになってい

る 

のに対し，甲２発明は， 

把持具３ｄを水平方向に移動させる水平移動可能な移動ステージを有しておらず，

所定経路に隣接する棚が水平搖動自在の物品載置台１１であり，この物品載置台１

１が水平搖動して移動体３の走行経路に進出した状態で，把持具３ｄは案内レール

１の直下の位置で下降して，物品載置台１１に保持された物品Ｂに到達するように

なっている点。 

イ もっとも，審決は，相違点２についての判断において，無効理由４に関

しては，「甲２発明に甲１事項２の構造を適用した場合，…当該物品載置台１１を水

平揺動させて把持具３ｄの下方に配置させる必要がなくなり，当該物品載置台１１

の水平揺動機能を削除して固定棚とするべきであることは，当業者には容易に想到

し得る設計変更に過ぎない。」，無効理由３に関しては，「甲２発明に甲４事項の移動

ステージの構造を適用した場合，…物品載置台１１を水平揺動させて把持具３ｄの

下方に配置させる必要がなくなり，物品載置台１１の水平揺動機能を削除して固定

棚とするべきであることは，当業者には容易に想到し得る設計変更に過ぎない。」と

している。 

 そうすると，審決は，相違点２について判断する際，無効理由４に関しても無効

理由３に関しても，甲２発明は，棚が水平搖動可能な物品載置台１１であり，物品

載置台１１が把持具３ｄの下方に（すなわち，移動体３の走行経路に）進出するこ

とを前提にしていると認められる。 

ウ したがって，審決は，実質的には，「甲２発明は，」「所定経路に隣接する

棚が水平搖動自在の物品載置台１１であり，この物品載置台１１が水平搖動して移

動体３の走行経路に進出した状態で，把持具３ｄは案内レール１の直下の位置で下

降して，物品載置台１１に保持された物品Ｂに到達するようになっている」点を含
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むものとして相違点２を認定し，判断したといえる。 

(4) 一致点・相違点の認定に関する原告の主張について 

ア 原告は，審決は一致点の認定も誤ったと主張する。具体的には，審決が

認定した一致点のうち，「ホイスト把持部は，」「下降することにより前記処理加工治

具ロードポートより高い位置にある棚の被搬送物品へ到達して被搬送物品を取り出

すことができるようになっている」ことは一致点ではないと主張する。 

しかし，原告が主張する甲２発明においても，水平搖動自在の物品載置台１１（本

件訂正発明１の「棚」）は加工装置５のステーションＳＴ（同「処理加工治具ロード

ポート」）より高い位置にあり，「物品載置台１１が水平搖動して移動体３の走行経

路に進出した状態では」という限定が付いているものの，把持具３ｄ（同「ホイス

ト把持部」）は下降することにより水平搖動自在の物品載置台１１の物品Ｂ（同「被

搬送物品」）へ到達して物品Ｂを取り出すことができるから，「ホイスト把持部は，」

「下降することにより前記処理加工治具ロードポートより高い位置にある棚の被搬

送物品へ到達して被搬送物品を取り出すことができるようになっている」ことを一

致点とした審決の認定に誤りはない。 

イ 原告は，審決は相違点２についての判断においても，少なくとも「把持

具３ｄは，水平揺動して走行経路に進出した状態の物品載置台１１に保持された物

品Ｂに到達する点」を全く考慮していないと主張する。 

しかし，審決は，甲２発明に甲１事項２の構造又は甲４事項の構造を適用した場

合，「物品載置台１１を水平揺動させて把持具３ｄの下方に配置させる必要がなくな

り，」としているから，甲２発明は，物品載置台１１を水平搖動させて把持具３ｄの

下方に配置させる（すなわち，物品載置台１１を移動体３の走行経路に進出させる）

ものであることを考慮していると認められる。 

ウ したがって，原告の主張は，採用することができない。 

(5) 取消事由１（１）及び取消事由２についてのまとめ 

 以上のとおりであるから，審決には，甲２発明の認定に際し，物品載置台１１が
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リンク機構１０により水平搖動自在な水平搖動棚であり，把持具３ｄが案内レール

１の真下の位置から下降して物品載置台１１の物品Ｂへ到達する際に，物品載置台

１１がリンク機構１０により走行経路に進出した状態にある点を認定しなかった誤

りがあり，その結果，本件訂正発明１と甲２発明との相違点２を正しく認定しなか

った誤りがある。 

 しかし，審決は，相違点２についての判断に際し，上記の点を実質的に考慮して

いるから，上記の甲２発明の認定の誤り及び相違点２の認定の誤りを理由として審

決を取り消すべきであると認めることはできない。 

 したがって，取消事由１（１）及び取消事由２には理由がない。 

 ３ 取消事由３及び取消事由４について 

 次に，前記で認定した甲２発明及び相違点２を前提として，取消事由３（無効理

由４の相違点２についての判断の誤り）及び取消事由４（無効理由３の相違点２に

ついての判断の誤り）について検討する。 

  (1) 甲２発明の技術的意義 

ア 甲２発明においては，ステーション用移載手段ＳＣと保持部用移載手段

ＢＣとが移動体３に設けられた単一の物品移載手段ＢＭで構成され，ステーション

ＳＴとの間での移載と物品保持部ＢＳとの間での移載とが，昇降距離が異なるもの

の同じ動作（昇降動作）で行われる。このことは，以下に述べるとおり，甲２発明

である「第１実施形態」に限らず，甲２に記載された他の実施形態でも同様である。 

まず，「第２実施形態」は，連絡用移動体４の構成が「第１実施形態」と異なるだ

けであるから（【００３２】），移動体３の構成は，「第１実施形態」と同じであり，

ステーション用移載手段ＳＣと保持部用移載手段ＢＣとが移動体３に設けられた単

一の物品移載手段ＢＭで構成され，ステーションＳＴとの間での移載と物品保持部

ＢＳとの間での移載とが同じ動作（昇降動作）で行われることが明らかである。ま

た，物品保持部ＢＳも，「第１実施形態」と同じく，水平搖動自在な搖動棚である物

品載置台１１である。 
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次に，【００３５】以降に列記された「その他の別実施形態」のうち，【００３６】，

【００３７】，図１４，図１５に記載された実施形態では，水平揺動自在な移動棚で

ある物品載置台１１の代わりに，ガイド枠２２ａに案内されて移動体３の横幅方向

にスライド移動自在な載置台２２を用いるとともに，加工装置５のステーションＳ

Ｔの上方には，物品保持部ＢＳ（載置台２２）を設けない構成が採用されている。 

また，「その他の別実施形態」のうち，【００３８】，図１６，図１７に記載された

実施形態では，案内レール１に沿って一列に並べて物品Ｂを保持する構成の物品保

持部ＢＳを用いるとともに，加工装置５のステーションＳＴの上方には，物品保持

部ＢＳを設けない構成が採用されている。 

これら２つの実施形態のうち，前者は物品保持部ＢＳとしてスライド移動自在な

載置台２２を用い，後者は物品保持部ＢＳとして固定棚を用いているが，いずれの

実施形態でも，水平揺動自在な移動棚である物品載置台１１を用いる「第１実施形

態」と同様，ステーション用移載手段ＳＣと保持部用移載手段ＢＣとは移動体３に

設けられた単一の物品移載手段ＢＭで兼用され，ステーションＳＴとの間での移載

と物品保持部ＢＳとの間での移載とは，昇降距離が異なる（物品保持部ＢＳが上方

に位置する。）ものの同じ動作（昇降動作）で行われる。 

イ さらに，【００３５】，図１２，図１３には，もう一つの「その他の別実

施形態」として，案内レール１上を走行する型式の移動体３（【００３２】）を用い

て，ステーションＳＴとの間での物品Ｂの移載及び物品保持部ＢＳとの間での物品

Ｂの移載を，昇降動作（物品Ｂの上下方向への移動）ではなく，物品Ｂの移動体３

の横幅方向への移動により行う実施形態が記載されている。 

この実施形態では，物品保持部ＢＳ（物品保持台３０）との間の移載もステーシ

ョンＳＴとの間の移載も，移動体３に設けられた屈曲アーム２０ｂによって行われ

る（【００３２】，図９）。 

したがって，この実施形態でも，ステーション用移載手段ＳＣと保持部用移載手

段ＢＣとは，移動体３に設けられた単一の物品移載手段ＢＭ（屈曲アーム２０ｂ）
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で兼用され，ステーションＳＴとの間での移載と物品保持部ＢＳとの間での移載と

は，同じ動作（移動体３の横幅方向への移動）で行われる。 

ウ 前記のとおり，甲２に記載された実施形態は，甲２発明である「第１実

施形態」だけでなく，他のいずれの実施形態も，ステーション用移載手段ＳＣと保

持部用移載手段ＢＣとを移動体３に設けられた単一の物品移載手段ＢＭで兼用し，

ステーションＳＴとの間での移載と物品保持部ＢＳとの間での移載とを同じ動作で

行うものである。 

 その技術的意義は，甲２の記載をみると，以下のとおりである。 

 甲２の請求項４には，物品保持部との間で物品を移載する保持部用移載手段を移

動体に設けることが記載され，請求項５には，ステーションとの間で物品を移載す

るステーション用移載手段を移動体に設けることが記載されている。そして，こう

することで，保持部用移載手段を物品保持部に設ける場合や，ステーション用移載

手段をステーションに設ける場合に比べて，必要となる移載手段が少なくて済み，

設備全体として構成の簡素化を図ることができる点に技術的意義がある（【０００

７】，【０００８】）。 

 甲２の請求項６には，保持部用移載手段とステーション用移載手段とを単一の物

品移載手段で兼用することが記載されている。請求項６は，請求項５の記載を引用

して記載されているから，請求項６の記載は，ステーション用移載手段を移動体に

設けることを前提にしている。したがって，請求項６には，保持部用移載手段とス

テーション用移載手段とを兼用する単一の物品移載手段を移動体に設けることが記

載されている。そして，こうすることで，設備全体として一層の構成の簡素化を図

ることができる点に技術的意義がある（【０００８】）。 

エ 以上のことをまとめると，甲２には，ステーション用移載手段ＳＣと保

持部用移載手段ＢＣとを移動体３に設けた単一の物品移載手段ＢＭで兼用し，ステ

ーションＳＴとの間での移載と物品保持部ＢＳとの間での移載とを同じ動作（昇降

動作又は物品Ｂの移動体３の横幅方向への移動）で行うという特徴的な技術事項が
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記載されている。すなわち，甲２発明の技術的意義は，ステーション用移載手段Ｓ

Ｃ及び保持部用移載手段ＢＣを移動体３に設けることで，設備全体として構成の簡

素化を図ることができ，さらに，両者を兼用することで，設備全体として一層の構

成の簡素化を図ることができる点にある。 

(2) 「移動ステージ」の適用の容易想到性 

ア 相違点２についての審決の判断は，要するに，甲２発明の移動体３に「水

平移動可能な移動ステージ」を適用することは，当業者が容易に想到することであ

り，その場合，当業者は，水平方向に揺動自在な物品載置台１１を「固定棚」とす

ることを当然想到するというものであるから，「水平移動可能な移動ステージ」の適

用が容易かどうかの判断は，水平方向に揺動自在な物品載置台１１が存在すること

を前提にして行われている。 

しかし，甲２発明において，既に水平方向に揺動自在な物品載置台１１が存在す

るのであれば，移動体３の真下にあるステーションＳＴとの間で物品Ｂを移載する

場合はもちろん，物品保持部ＢＳとの間で物品Ｂを移載する場合も，把持具３ｄを

水平方向に移動させる必要がない。すなわち，物品載置台１１を水平方向に揺動さ

せれば足りるから，別途「水平移動可能な移動ステージ」を設けて把持具３ｄを水

平方向に移動させる理由がないことは明らかである。 

イ したがって，当業者が，甲２発明の「水平方向に揺動自在な物品載置台

１１」に代えて，相違点２に係る本件訂正発明１の構成を備えるようにすることを

容易に想到できたか否かを検討すべきところ，甲２発明に「水平移動可能な移動ス

テージ」を設け，その下方に把持具３ｄを保持したとすると，そのようにして得ら

れるものは，ステーションＳＴとの間での移載及び物品保持部ＢＳとの間での移載

のうち，一方については，単に把持具３ｄを昇降させることで行い，他方について

は，把持具３ｄを「水平移動可能な移動ステージ」で水平方向に移動させてから昇

降させることで行うことになる。 

そうすると，甲２発明に「水平移動可能な移動ステージ」を設け，その下方に把
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持具３ｄを保持して得られるものは，ステーションＳＴとの間での移載と物品保持

部ＢＳとの間での移載とを，互いに異なる動作で行うことになる。また，ステーシ

ョンＳＴとの間での移載及び物品保持部ＢＳとの間での移載のうち，一方は把持具

３ｄで，他方は「水平移動可能な移動ステージ」及び把持具３ｄで，それぞれ行う

ことになるから，ステーション用移載手段ＳＣと保持部用移載手段ＢＣとを移動体

３に設けた単一の物品移載手段ＢＭで兼用しているとはいえなくなる。 

すなわち，甲２発明の構成を上記のように変更すると，甲２発明の技術的意義（前

記(1)）が失われることになるから，「物品載置台１１」と「水平方向に揺動自在」

とするための部材が省略できることを考慮してもなお，そのような変更をする動機

付けが当業者にあるとは認められない。 

ウ 以上に述べたとおり，当業者が，甲２発明に「水平移動可能な移動ステ

ージ」を設け，その「水平移動可能な移動ステージ」の下方に把持具３ｄを保持す

る変更を行う動機付けはなく，また，そのようにすると甲２発明の技術的意義を失

わせる結果になるから，阻害要因があるといえ，当業者が容易に想到し得ることで

あるということはできない。 

(3) 審決の判断について 

ア 審決は，甲２の請求項４，【０００７】の記載は，物品の移載手段を物品

保持部ＢＳよりも移動体３に備えさせる方が構成の簡素化のために好ましいことを

示唆し，当業者であれば，物品Ｂを移動体３の横幅方向に移動させるもの（【００３

５】）にもこの示唆が適用可能であることを容易に理解するから，甲２発明に甲１事

項２の構造又は甲４事項の構造を適用し，物品Ｂを移動体３の横幅方向に移動させ

る物品載置台１１の機能を移動体３が備えるようにすることは，当業者が容易に想

到し得る事項であると判断した。 

 しかし，甲２の請求項４，【０００７】の記載は，そもそも，甲２に記載された実

施形態に表れていない何らかの新たな構成を開示したり，それをこれらの実施形態

に付加したりすることを示唆するものではないから，これらの記載に接した当業者
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は，甲２に「第１実施形態」として記載された甲２発明の構成の一部に代えて，甲

１事項２の構造又は甲４事項の構造を適用することを想到しない。 

イ 審決は，移動体３から把持具３ｄを下降させて移動体３の走行経路の両

脇に位置する物品載置台１１上の物品Ｂへ到達させるために，物品載置台１１を移

動体３の把持具３ｄの真下に移動させるか，反対に，移動体３の把持具３ｄを物品

載置台１１の真上に移動させるかは，単なる二者択一的な選択であるから，甲２発

明において，物品載置台１１を移動体３の把持具３ｄの真下に移動させる代わりに，

移動体３の把持具３ｄを物品載置台１１の真上に移動させるようにすることを阻害

する要因は見当たらないと判断した。 

しかし，甲２発明において，移動体３の把持具３ｄを物品載置台１１の真上に移

動させるために，「水平移動可能な移動ステージ」を設け，その下方に把持具３ｄを

保持すると，前記のとおり，甲２発明の技術的意義を失わせる結果になるから，物

品載置台１１を移動体３の把持具３ｄの真下に移動させるか，移動体３の把持具３

ｄを物品載置台１１の真上に移動させるかは，単なる二者択一的な選択ではない。 

ウ 審決は，甲２の図１２に示された実施形態も，【００３２】ないし【００

３４】に記載されているように，屈曲アーム２０ｂの伸縮動作によって移動体の移

動方向の左右両側に物品Ｂを出退自在に搬送するとともに，屈曲アーム２０ｂ自体

の昇降動作によって物品Ｂを昇降させて物品載置枠２１ｂに載置するものであって，

甲２発明と同様に，物品Ｂの水平方向（横方向）移動及び上下動が必要なものであ

ると判断した。 

しかし，図１２に示された実施形態の移動体３は，【００３５】に明記されている

とおり，物品Ｂを移動体横幅方向に移動させて物品Ｂの移載を行うようにしたもの

である。そして，一般に物を横方向（水平方向）に移動させるときに，移動を円滑

にするために，また，その物自体やその物が置かれる場所（例えば床）が傷つかな

いようにするために，その物を持ち上げて引きずらないようにすることは，日常生

活でも一般常識として普通に行うことである。しかも，甲２に記載された移動体３
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のように工場内で物品Ｂの搬送に使用されるもの（【０００２】）においては，物品

Ｂが精密機器であることも当然想定されるから，物品Ｂを移動体横幅方向に移動さ

せるときにこれを持ち上げて引きずらないようにすることは，技術常識である。そ

うすると，屈曲アーム２０ｂが物品Ｂを僅かに昇降させるのは，「僅かに」とされて

いることからも理解されるように，物品Ｂを移動体横幅方向に移動させるために必

要な限りで昇降するのであって，物品Ｂを垂直方向に移動させて物品Ｂの移載を行

うことを意図してのことではない。したがって，上記実施形態から，物品Ｂの水平

方向移動及び一定幅の上下動を同一の部材により行うことが認識されるものではな

い。 

(4) 被告の主張について 

ア 被告は，相違点２は，移載に必要な垂直移動機能と水平移動機能とを，

オーバーヘッドホイスト搬送車に備えさせるか（本件訂正発明１），オーバーヘッド

ホイスト搬送車と物品載置台１１とに分散して備えさせるか（甲２発明）という機

能の振り分けの違いにすぎず，甲２の請求項４の作用効果の記載（【０００７】）は，

物品移載機能の移動体への集約を示唆し，請求項４を引用する請求項５の記載は，

甲２の図１に示された物品保持部とステーションとの位置関係も相まって，移載に

必要な水平移動機能と垂直移動機能とを移動体に集約することを示唆するから，甲

２発明の水平移動機能として，水平搖動する物品載置台１１に代えて，甲１に記載

された「伸長可能アーム２３」を採用する動機付けが存在すると主張する。 

相違点２は機能の振り分けの違いにすぎないという被告の主張は，物品載置台１

１を移動させるか移動体３の把持具３ｄを移動させるかは単なる二者択一的な選択

にすぎないという審決の判断と同じ趣旨であるから，前記のとおり，誤りである。 

また，前記のとおり，甲２の請求項４，請求項５，【０００７】の記載は，そもそ

も，甲２に記載された実施形態に表れていない何らかの新たな構成を開示したり，

それをこれらの実施形態に付加したりすることを示唆するものではない。 

被告の主張は，採用することができない。 
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イ 被告のその他の主張は，いずれも，審決と同じ趣旨であるか，甲２発明

の認定に関する被告の主張と同じ趣旨であり，採用することができない。 

(5) 取消事由３及び取消事由４についてのまとめ 

 以上のとおりであるから，本件訂正発明１の相違点２に係る発明特定事項とする

ことは，甲２発明に甲１事項２又は甲４事項を適用することで当業者が容易に想到

し得ることであるとした審決の判断は，誤りである。 

 したがって，取消事由３及び取消事由４には理由がある。 

４ 以上によれば，取消事由１（１）及び取消事由２には理由がないが，取消事

由３及び取消事由４には理由があるから，取消事由１（２）及び取消事由１（３）

について検討するまでもなく，審決は取り消すべきである。 

 

第６ 結論 

 以上のとおり，原告の請求には理由があるから，これを認容し，主文のとおり判

決する。 

 

    知的財産高等裁判所第２部 

 

 

       裁判長裁判官                       

清   水       節    
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                  片   岡   早   苗    
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図面目録 

１ 訂正明細書の図（甲１９） 

【図１】  
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【図４】  
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【図５ａ】 【図５ｂ】 
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【図６】  
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２ 甲２の図 

【図１】 【図２】 

  

 

【図３】 
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【図７】 
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【図９】 
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【図１２】 【図１３】 

  

 

【図１４】 【図１５】 
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【図１６】 【図１７】 
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３ 甲１の図 

【図１ｂ】  

 

 


